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論文要旨 

 

近年，日本では海溝型巨大地震や内陸直下型地震で発生が予測される設計想定を超える大振

幅地震動に対する免震構造の対応が求められている。大振幅地震動に対する免震構造の極限事

象としては，免震層の応答変位の増大により最終的には上部建物が擁壁に衝突するか，免震部

材が損傷（限界変形・限界速度・引張破断・座屈等）することが考えられる。これらの事象に

対する対策としては，擁壁の衝突を許容する技術（高精度解析技術・衝撃緩衝材）と許容しな

い技術（フェイルセーフ・応答変位抑制・大変形免震部材）に大別できる。本研究は，設計想

定を超える地震動に対する免震建築物の応答変位抑制法のオイルダンパーに着目し，従来のオ

イルダンパーの減衰力特性を実現しているバルブ機能（調圧弁）を改良するのみで可変減衰を

容易に実現する，動作信頼性の高い，多段速度依存型可変減衰オイルダンパーに関する研究で

あり，設計領域の地震動から設計想定を超えるような長周期地震動，内陸直下型地震など多様

な地震動に対して，上部構造の応答加速度を抑制することで免震効果を確保し，同時に大振幅

地震動の領域においても免震層の変位を抑制することにより，擁壁（躯体）衝突を回避できる，

応答変位抑制法を提案している。 
 

 第 1 章「序論」では, まず, 本研究の背景と目的について述べた。この中で，過去に発生し

ている地震と免震構造の取り巻く環境の変化と対応状況から，大振幅地震動に対する免震構造

の対応の重要性と対策方法について概説し，オイルダンパーを増量した場合の応答変位抑制法

における課題について示した。次に，オイルダンパーを利用した応答変位抑制法に関する既往

の研究についてまとめた。最後に，本研究の主題である多段速度依存型可変減衰オイルダンパ

ーの必要性と研究目的，研究手法の概略を示した。 
 第 2 章の「免震用多段速度依存型可変減衰オイルダンパーの設計」では，免震・制振用オイ

ルダンパーの原理・機構と特徴を整理し，設計コンセプトと本質的にオイルダンパーが持つ，

速度依存性を利用して，新たに開発した専用調圧弁（バルブ機能の改良）で，振幅領域毎に減

衰力を任意に設定し，広範囲な地震動レベルに対して免震性能を発揮できる，多段速度依存型

可変減衰オイルダンパーを設計した。また，実機の試作機（最大減衰力：1200kN，最大速度：

150cm/s）を設計・製作し，性能確認試験を行った。その結果，目標とした減衰力特性（F-V 特

性）が得られ，低速・中速・高速の切替も計画通りであり，オイルダンパーの特徴である周波

数依存性もほとんど見られなかったことから，本オイルダンパーは，設計領域の低速領域では

低減衰となり，従来の免震構造と同等以上の性能を確保し，設計想定レベルを超える大振幅地

震動の中・高速領域では高減衰に切り替わり，変位抑制が可能となる設計通りの減衰力特性が

確保できると結論付けた。 
第 3 章の「時刻歴応答解析による応答変位抑制効果の検証」では，第 2 章で設計・製作し，

試作機による性能確認試験と試験結果を踏まえ，ダンパーのモデル化を行い，15 階建て RC 造

の基礎免震構造における時刻歴応答解析による抑制効果を検証した。その結果，本オイルダン

パーを追加設置することで，大振幅地震動に対して，従来の免震構造に比較して，応答加速度，

応答変位，応答層せん断力に低減効果が現れていることを確認した。また，標準的な設計用入

力地震動においても，加速度応答の増加はみられず，既存のオイルダンパーよりも免震効果を 
発揮した。以上の検討結果より，本オイルダンパーは，設計領域では従来の免震構造と同等以 
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上の性能を確保し，設計想定レベルを超える大振幅地震動においても変位抑制が可能であり，

広範囲の入力地震動レベルに対して免震効果が確保できることを検証した。 
第 4 章の「オイルダンパーの繰り返し依存性を考慮した免震建物の地震応答性状」では，オ

イルダンパーの繰り返し依存性の特性評価に関する現状に鑑みて，OpenSees にオイルダンパー

の繰り返し依存性を考慮した機能を新たに構築し，各免震部材の繰り返しによる性能変化を考

慮した時刻歴応答解析について検討を行うことで，その有効性を示すとともに，オイルダンパ

ーを採用する場合の詳細モデルによる検証法を提案した。検証法は，実機による加力試験より

機種毎の減衰係数の変化率を設定し，精算法による温度上昇の推定法を利用し，温度上昇によ

る等価粘性減衰係数の変化率から時刻歴応答解析において時々刻々と温度に応じて，減衰係数

を変化させることで，繰り返し依存性を考慮する方法とした。また，15 階建て RC 造の基礎免

震構造における時刻歴応答解析による繰り返し依存性による比較検討を行った結果，オイルダ

ンパーの繰り返し依存性が免震性能に与える影響は，非常に小さいことを確認した。よって，

繰り返し依存性がある支承材に多段速度依存型可変減衰オイルダンパーを追加設置することで，

大振幅地震動に対しても，有効に作用し，設計領域では従来の免震効果を確保しつつ，大振幅

地震動の領域で変位を抑制することにより擁壁衝突を回避する目標性能を確保することが可能

である。なお，提案する解析法は，免震・制振用オイルダンパーに共通するもので，オイルダ

ンパーを用いた様々な免震・制振システムに適応できる。以上の結果から，免震部材の繰り返

し依存性を考慮した場合において，多段速度依存型可変減衰オイルダンパーが有効に作用する

と結論付けた。 
第 5 章の「断層近傍の長周期パルス地震動に対する多段速度依存型可変減衰オイルダンパー

の適用」では，2016 年の熊本地震の観測された震源近傍で長周期成分が卓越するパルス状の強

い地震動（以下，長周期パルス）に対する多段速度依存型可変減衰オイルダンパーの適用につ

いて，本オイルダンパーと摩擦ダンパーを組み合わせた複合ダンパーを提案し，基本特性試験

と試験結果を踏まえた時刻歴応答解析による効果を検証した。長周期パルス地震動は，免震構

造にとって，非常に厳しい地震動となっており，応答変位や応答速度は，現在の免震部材の限

界性能を超えるものとなる。そこで，本章では，その解決策として，オイルダンパーの応答速

度が限界速度に達する荷重でパッシブに摩擦ダンパーに切り替わる複合ダンパーを提案した。

縮小モデル（プロトタイプの住宅用免震）を用いた動的加力試験による基本特性試験結果では，

本複合ダンパーは，設定荷重に対して，オイルダンパーから摩擦ダンパーに切り替えが可能で

あることを確認した。また，15 階建て RC 造の基礎免震構造における時刻歴応答解析による効

果を検討した結果，本複合ダンパーは，大速度・大振幅領域においても限界速度以下で一定の

免震効果が発揮できることを確認した。以上の検討結果より，本複合ダンパーは，断層近傍の

長周期パルス地震動に対しても有効であると結論付けた。 
第 6 章「結論」では, 本論文の成果をまとめ, 今後の課題と展望について述べた。 
最後に，多段速度依存型可変減衰オイルダンパーは，設計領域の地震動から設計想定を超え

るような大振幅地震動など多様な地震動に対して，上部構造の免震効果を確保しつつ，大振幅

地震動の領域においても免震層の応答変位を抑制することができることを明らかにした。 
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第 1 章 序論 

 

1.1 研究の背景 

 日本における地震や強震動，地震防災に対する調査研究とデータ公開は，1995 年の兵庫県南

部地震を契機に大きく転換し，強震観測網(K-NET)，地表と基盤との強震動同時観測を目的と

した KiK-net，同じく高感度地震観測網 Hi-net，広帯域地震観測網 F-net に代表されるように，

精度の高い多くの地震観測記録の情報が即時に得られるようになってきている。 
これらの観測記録や調査研究から，1995 年兵庫県南部地震，2004 年新潟県中部地震，2007

年新潟県中越地震では，陸域の浅い内陸直下型地震で継続時間が短いものの，比較的短周期成

分に卓越周期があるパルス性の地震波が観測されており，2003 年の十勝沖地震では，苫小牧の

石油タンク火災にみられるように，長周期地震動による共振現象が明らかになった。また，2011
年東北地方太平洋沖地震では，MW9.0 という想定外の超巨大地震が発生し，津波被害や建物被

害や地盤災害に加えて，福島第一原子力発電所のメルトダウンなど，前例のない様々な複合災

害が発生した。地震動に関しては，長周期・長時間地震動が東北地方だけでなく，震源から遠

く離れた関西地方でも観測され，超高層建築物や免震建築物が大きく揺れて様々な被害が生じ

ている。これを受けて，近い将来，発生が懸念される南海トラフ沿いの巨大地震については，

内閣府が 2015 年に長周期地震動に関する報告書を発表し，それを受けて国土交通省は 2016 年

に超高層建築等の対策と基整促波を公表して，静岡県と 3 大都市圏（関東圏，中京圏，大阪圏）

における入力地震動として設計で採用することを求めている 1)。また，関東圏はそれほど大き

な地震波とはなっていないが，今後，公表される相模トラフ沿いの巨大地震による長周期地震

動については引き続き注意が必要といえる。 
その後，大規模な内陸直下型地震として 2016 年熊本地震（Mj7.3）が発生し，最大で 2m の

断層ずれを伴う地表地震断層が出現した。活断層近傍の益城町や西原村では震度 7 の激しい揺

れの原因となった指向性パルスを観測し，同時に断層ずれに起因する地盤変状，フリングステ

ップや長周期パルスが注目されている。この特徴的なパルス性の長周期地震動は，大規模な活

断層帯地震のごく近傍で発生し，かつ，数千年以上に１度程度という非常に稀な大振幅地震動

であり，活断層近傍における免震建築物に関する入力地震動と耐震対策を考慮する上で重要な

教訓が得られている。 
また，大阪では，一般社団法人日本建築技術者協会関西支部において 2009 年に「大阪府域内

陸直下型地震に対する建築設計用地震動及び設計法に関する研究会」（大震研）が発足し，大阪

府域に影響を与える内陸直下型地震に対する建築物の設計用入力地震動とそれらに対する建築

物の耐震設計法を取りまとめている 2)。この研究会では，内陸直下型地震による断層近傍で発

生する地震動はやや長周期のパルス波形を含み，これによる高層建築物や免震建築物に大きな

影響を及ぼす可能性があり，現行の建築基準法等に準拠した時刻歴応答解析による設計だけで

は十分に対処できないと考え，このような取組が行われており，設計においても公開されてい

る地震波を採用している。 
このように，近年観測されている地震波は，設計想定を超える様々な特徴をもつ地震波が観

測されており，それに対応した各分野での研究・開発がなされてきた。 
日本国内の免震建築物は，1983 年に日本初の免震建物の八千代台住宅が建設されたから，約

40 年が経過し，約 5000 棟の免震建築物が建設されているが，年代の経過に伴い，免震構造の
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取り巻く環境は大きく変化しており，設計技術の高度化や免震部材の大型化・高性能化が図ら

れてきている。 
過去に発生している地震と免震構造の取り巻く環境を見ると，1995 年の兵庫県南部地震では，

免震構造の有効性が立証され多くの建物に適用され始め，これ以降は年間 150～250 棟前後で計

画棟数は推移している。2003 年の十勝沖地震では，長周期地震動による対策が求められ，2011
年東北地方太平洋沖地震では，長周期・長時間地震動に加えて，津波対策，極限事象対策など

が求められるようになってきている。 
これらの様々な地震動レベルに対して，免震構造の目標耐震性能をどこに設定するかで，免

震部材・免震システムが異なることになる。例えば，JSCA 性能設計 3)では，免震構造は，地震

動レベルと被害の程度に応じて，免震基準級，免震上級，免震特級の 3 つの耐震性能グレード

が設定されている。また，文献 4)では，想定地震の地震動レベルと再現期間の目安が示されお

り，L3 地震動における極大地震動・想定最大級の地震動の 2 段階の目安が示されている。 
以上のように，近年，日本では海溝型巨大地震や内陸直下型地震で発生が予測される大振幅

地震動に対して免震構造の対応が求められ，様々な研究・開発が実施されている。大振幅地震

動に対する免震構造の極限事象としては，免震層の応答変位の増大により最終的には上部建物

が擁壁に衝突するか，免震部材が損傷（限界変形・限界速度・引張破断・座屈等）することが

考えられる。 
これらの事象に対する対策としては，図 1.1 に示すように，擁壁の衝突を許容する技術（高

精度解析技術・衝撃緩衝材）と許容しない技術（フェイルセーフ・応答変位抑制・大変形免震

部材）に大別できる 5）。 
設計想定を超える地震動に対する応答変位抑制法については，一般的に免震層の変位増大を

抑制するためにダンパーを増量することが考えられる。しかし，その場合には標準的な設計用

地震動レベルに対しては，免震効果を減少させる可能性が大きい 6)。そこで本研究では，設計

領域では従来の免震効果を確保しつつ，大振幅地震動の領域で変位を抑制することにより擁壁

（躯体）衝突の回避を狙う多段速度依存型可変減衰オイルダンパーを新たに提案する。（図 1.1
の赤枠の部分に位置する） 

既往のオイルダンパーを利用した免震効果と免震層変位のトレードオフ関係を改善する手段

としては，最適制御やスライディング制御などを用いたセミアクティブ免震があるが，これら

は，パッシブによる免震システムと比較して複雑で維持管理を含めコストが高くなるという課

題がある 7)～9) 。一方，パッシブにおける可変オイルダンパーは，変位依存型可変減衰オイル

ダンパー11)12)や変位依存型可変性能オイルダンパー13)14)などが提案されている。これらのオイ

ルダンパーは新たな回路や機能などを追加するため，装置が複雑化・大型化になることが多い。 
そこで，本研究では，従来のオイルダンパーの減衰力特性を実現しているバルブ機能（調圧

弁）を改良するのみで可変減衰を容易に実現する，動作信頼性の高い，多段速度依存型可変減

衰オイルダンパーを提案することで，これらのトレードオフ関係を解決することを目指してお

り，本オイルダンパーの開発・設計・実機による性能確認試験と時刻歴応答解析による効果に

ついて論ずる。また，従来の免震部材では困難とされてきた，震源近傍で長周期成分が卓越す

る長周期パルス地震動に対応可能な本オイルダンパーを適用した免震システムを提案する。 
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図 1.1 免震建築物の限界状態および免震層の過大変位対策の分類 5) 
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1.2 既往の研究 

オイルダンパーを利用した免震効果と免震層変位のトレードオフ関係を改善する手段として

の既往の研究は，最適制御やスライディング制御などを用いたセミアクティブ免震と可変減衰

オイルダンパーを用いたパッシブ免震がある。 
(1) セミアクティブ免震 

可変構造セミアクティブ免震は，可変減衰ダンパーと制御コンピュータおよび変位計，加速

度計の各センサーで構成されとおり，建物の応答性状に応じて，制御則に従って最適な指令値

を出して 2 つの減衰力特性に切換える。オイルダンパーの減衰力特性は，バイリニア型でシャ

ットオフ弁の開閉で CH（高減衰）と CL（低減衰）の 2 つの特性が実現できるようになってい

る。通常は閉状態で減衰力を発生し，CH 特性となる。また，シャットオフ弁開時は CL 特性と

なる。主に中小地震時の加速度低減による居住性向上が目的として開発されており，センサー

の不具合は停電などの不測の事態でも建物の安全性を確保するために，常時は高減衰側にセッ

トされている 7)。 
 また，上記と同様な 2 段階に切替え可能なセミアクティブ免震の制御方法をスライディング

モード制御とした手法がある 8)。スライディングモード制御は，制御性能を規定する切替え超

平面に制御対象の状態量を拘束するように制御を切換える非線形制御であることから，制御設

計時のモデル誤差や制御対象の特性変動に係わらず規定された制御性能が実現されるため，高

いロバスト性を有している。 
 セミアクティブ免震の多くは，最適制御理論に基づいているが，この方法は，建物の応答量

をモニタするセンサーが複数台必要で，制御演算も複雑であることから，免震層の変形のみに

着目して，電気信号により，2 値切換型（MinMax 制御）の可変減衰オイルダンパーとして，ユ

ニフロー型オイルダンパーを用いてリニア型のオイルダンパーの低速領域で低減衰（CL）に切

換える手法も提案されている 9)。また，筆者は，同様に免震層の変位計測データを元に設定変

位に達した時点で減衰力特性を切替える，風揺れ対策用のロック機構付きオイルダンパーを活

用した方法を提案している 10）。 
 

(2) 可変減衰オイルダンパー 
パッシブにおける可変減衰オイルダンパーは，変位・速度依存型可変減衰オイルダンパーや

変位依存型可変性能オイルダンパーなどが提案されている。 
パッシブ型可変減衰オイルダンパーは電磁弁などの電気的な機構を用いずに減衰係数を変化

させるもので，一定の変位以上になると減衰係数を切り替えるタイプと一定の速度以上になる

と減衰係数を切り替えるタイプが考えられている。後者の速度依存型可変減衰オイルダンパー

は筆者が提案するダンパーとなる。また，ダンパー自体は通常のオイルダンパーを使用し，ダ

ンパーの接続部に特殊な機構を設け，一定変位以上になるとダンパーが作用するものもある。 
1) 変位依存型可変減衰オイルダンパー 

免震層の変位が一定以上になると，高減衰状態を保持するパッシブ切替え型オイルダンパー

は，高減衰用の弁を有するシリンダー内部のピストン流路に加えてシリンダーの外側にシリン

ダー内部の伸側室と縮側室を繋ぐバイパス流路を新たに設け，その流路に低減減衰用の弁と流

路を塞ぐシャットオフ弁が配置されている。常時はバイパス流路をオイルが流れ低減衰の特性

だが，ダンパーの変位が設定以上になるとバイパス流路の流れがシャットオフ弁により閉鎖さ
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れ，シリンダー内部のピストン流路のみが機能し，高減衰の特性が得られる。地震終了後には，

手動で切替レバーを操作し，シャットオフ弁を解放して低減衰モードに復帰する 11)。 
上記の地震後の手動切替を不要とした，変位依存型オイルダンパーも開発されている 12)。本

オイルダンパーは，変位が一定以上の領域で高減衰モードになり，変位が小さくなるとまた低

減衰モードになる。内部にピストンを貫通して設置されている切替ロッドには，中央部の一定

区間に軸方向へ伸びる溝を設けており，ピストンが取付長近傍から切替変位ではダンパー伸縮

時に油が溝を通ることにより，バルブへ通る油を減少させ油圧抵抗を減らすことでピストン速

度に応じた減衰力を低下させ，ダンパーが伸縮しピストンが一定区間を超えると，切替ロッド

の溝は無くなり油はバルブのみを通るため，バルブに応じた油圧抵抗がピストン速度に応じた

減衰力として作用する。 
2) 変位依存型可変性能オイルダンパー 

通常のオイルダンパーにスイッチ接続装置を直列に連結し，規定変位以下ではオイルダンパ

ーが作動せず，規定変位以上ではオイルダンパーが作動するようにした接続スイッチダンパー

は，初期状態ではロックピンがスイッチプレートの上を滑りオイルダンパーは作動せず，規定

変位以上になるとロックピンが穴に落ちることでロックされ，オイルダンパーは建物の変位に

追従して作動する。この機構により，オイルダンパーは通常使用されているタイプを使用しな

がら，中小地震ではオイルダンパーは一切作動せず，極大地震時にオイルダンパーの特性をフ

ルに発揮することができる 13)。 
また，中小地震に対する免震性能を確保しつつ極大地震に対する免震層の過大変形も抑制す

る方法として，不感帯機構と免震用オイルダンパーに接続した GAP 機構付きオイルダンパーも

提案されている。本機構は，免震層変位が設定した不感帯幅以下の場合（中小地震レベル），オ

イルダンパーに減衰力を発生させずより高い免震性能を確保し，免震層変位がそれ以上の場合

（大地震レベル以上）で減衰力を発生させ，過大変位を抑制する 14)。 
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1.3 本研究の目的 

 研究の背景で示したように，近年，研究が進められている設計想定を超える大振幅地震動に

対する免震構造の対策方法において，オイルダンパーを増量して，免震層の応答変位を抑制す

る場合，トレードオフ関係で大振幅地震動では変位が抑制できても，中小地震や設計想定レベ

ルの地震に対して，減衰力が過大となり免震性能が低下する現象が生じる。これを解決するに

は，既往の研究に示したように何らかの方法で，地震動レベルに応じて，オイルダンパーの減

衰特性を切替える方法が必須となる。 
 セミアクティブ免震のように制御方法を利用して減衰特性を切替える方法，オイルダンパー

の内部に新たな機構を追加して変位に応じて切替える方法，通常のオイルダンパーに接続装置

を追加して，大地震時にオイルダンパーを機能させる方法などがあるが，これらは，装置が複

雑で大型化になることから，もっと，シンプルで動作信頼性の高いオイルダンパーの本質（バ

ルブ特性）を活かしたシステムが望まれる。 
 そこで，本研究では，上記の要求性能を達成するために，設計想定を超える地震動に対する

応答変位抑制方法として，筆者が開発した多段速度依存型可変減衰オイルダンパーを提案する

ことを目的としている。 
研究の方法としては，多段速度依存型可変減衰オイルダンパーの目標性能を実現するため，

装置設計と様々な性能試験を実施し，試設計免震建物を用いた地震応答解析により応答値抑制

効果の検証を行い，提案するダンパーの有効性を検証する。 
また，本オイルダンパーの繰り返し依存性を考慮できる解析手法を新たに構築し，免震建物

の時刻歴応答解析による応答性状の検証を行うことで，高減衰ゴム系積層ゴム支承や鉛プラグ

入り積層ゴム支承のような，繰り返し依存性により性能変化を生じる免震支承を併用した場合

の有効性を論ずる。 
さらに，従来困難とされてきた，断層近傍の長周期パルス地震動に対する多段速度依存型可

変減衰オイルダンパーと摩擦ダンパーを組み合わせた複合ダンパーを用いた新たな免震システ

ムを提案することで，非常に大きな大振幅地震動から設計領域の地震動までの多様な地震動に

対して有効な，多段速度依存型可変減衰オイルダンパーを適用した応答変位抑制法を提案する。 
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1.4 本論文の構成 

 本論は全 6 章から構成されている。 
第 1 章の「序論」では，本研究の背景として，近年の日本において観測された地震動や被害

の特徴，それを受けて，南海トラフ沿い巨大地震や内陸直下型地震における国や民間等におけ

る取組み状況から，設計想定を超える地震動（大振幅地震動）に対する各分野での研究の重要

性について言及している。また，過去に発生している地震と免震構造の取り巻く環境の変化と

対応状況から，近年，大振幅地震動に対する免震構造の極限事象と様々な対策技術が研究・開

発されているが，筆者は，オイルダンパーを活用した応答変位抑制技術に着目し，既往の研究

を概観し，本研究の目的を明確に位置付け，設計領域では従来の免震効果を確保しつつ，大振

幅地震動の領域で変位を抑制することにより擁壁（躯体）衝突の回避を狙うことを従来のオイ

ルダンパーの減衰力特性を実現しているバルブ機能（調圧弁）を改良するのみで可変減衰を容

易に実現する，動作信頼性の高い，多段速度依存型可変減衰オイルダンパーを提案している。 
第 2 章の「免震用多段速度依存型可変減衰オイルダンパーの設計」においては，免震・制振

用オイルダンパーの原理・機構と特徴を整理し，設計コンセプトと本質的にオイルダンパーが

持つ，速度依存性を利用して，新たに開発した専用調圧弁（バルブ機能の改良）で，振幅領域

毎に減衰力を任意に設定し，広範囲な地震動レベルに対して免震性能を発揮できる，多段速度

依存型可変減衰オイルダンパーを設計した。また，実機の試作機（最大減衰力：1200kN，最大

速度：150cm/s）を設計・製作し，性能確認試験を行った。その結果，目標とした減衰力特性（F-V
特性）が得られ，低速・中速・高速の切替も計画通りであり，オイルダンパーの特徴である周

波数依存性もほとんど見られなかったことから，本オイルダンパーは，設計領域の低速領域で

は低減衰となり，従来の免震構造と同等以上の性能を確保し，設計想定レベルを超える大振幅

地震動の中・高速領域では高減衰に切り替わり，変位抑制が可能となる設計通りの減衰力特性

が確保できると結論付けている。 
第 3 章の「時刻歴応答解析による応答変位抑制効果の検証」では，第 2 章で設計・製作し，

試作機による性能確認試験と試験結果を踏まえ，ダンパーのモデル化を行い，その機能を新た

に解析モデルに組み込んだ。また，15 階建て RC 造の基礎免震構造における時刻歴応答解析に

よる効果を確認した結果，本オイルダンパーを追加設置することで，大振幅地震動に対して，

従来の免震構造に比較して，応答加速度，応答変位，応答層せん断力に低減効果が現れている。

また，標準的な設計用入力地震動においても，加速度応答の増加はみられず，既存のオイルダ

ンパーよりも免震効果を発揮した。 
以上の検討結果より，本オイルダンパーは，設計領域では従来の免震構造と同等以上の性能

を確保し，設計想定レベルを超える大振幅地震動においても変位抑制が可能であり，広範囲の

入力地震動レベルに対して免震効果が確保できることを検証している。 
第 4 章の「オイルダンパーの繰り返し依存性を考慮した免震建物の地震応答性状」では，オ

イルダンパーの繰り返し依存性の特性評価に関する現状に鑑みて，OpenSees にオイルダンパー

の繰り返し依存性を考慮した機能を新たに構築し，各免震部材の繰り返しによる性能変化を考

慮した時刻歴応答解析について検討を行うことで，その有効性を示すとともに，オイルダンパ

ーを採用する場合の詳細モデルによる検証法を提案している。検証法は，実機による加力試験

より機種毎の減衰係数の変化率を設定し，精算法による温度上昇の推定法を利用し，温度上昇

による等価粘性減衰係数の変化率から時刻歴応答解析において時々刻々と温度に応じて，減衰
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係数を変化させることで，繰り返し依存性を考慮する方法を提案した。また，15 階建て RC 造

の基礎免震構造における時刻歴応答解析による繰り返し依存性による比較検討を行った結果，

オイルダンパーの繰り返し依存性が免震性能に与える影響は，非常に小さいことが確認された。 
よって，繰り返し依存性がある支承材に多段速度依存型可変減衰オイルダンパーを追加設置す

ることで，大振幅地震動に対しても，有効に作用し，設計領域では従来の免震効果を確保しつ

つ，大振幅地震動の領域で変位を抑制することにより擁壁衝突を回避する目標性能を確保する

ことが可能である。なお，提案する解析法は，免震・制振用オイルダンパーに共通するもので，

オイルダンパーを用いた様々な免震・制振システムに適応できる。また，限界性能に近い応答

であっても，より精度の高い応答推定が可能である。 
以上の結果から，免震部材の繰り返し依存性を考慮した場合において，多段速度依存型可変

減衰オイルダンパーが有効に作用すると結論付けている。 
第 5 章の「断層近傍の長周期パルス地震動に対する多段速度依存型可変減衰オイルダンパー

の適用」では，2016 年の熊本地震では，震源近傍で長周期成分が卓越するパルス状の強い地震

動（以下，長周期パルス）が観測されている。これらは，免震構造にとっても，非常に厳しい

地震動となっており，応答変位や応答速度は，現在の免震部材の限界性能を超えるものとなる。 
本章では，その解決策として，多段速度依存型可変減衰オイルダンパーと摩擦ダンパーを組

み合わせた複合ダンパーを適用した新たな免震システムを提案しており，縮小モデル（プロト

タイプの住宅用免震）を用いた動的加力試験による基本特性試験と試験結果を踏まえた解析検

討を行っている。基本特性試験結果より，本複合ダンパーは，設定荷重に対して，オイルダン

パーから摩擦ダンパーに切り替えが可能であることを確認した。一方，摩擦ダンパーは，振幅

依存性と速度依存性があり，実用化に当たっては，これらを改善する必要がある。また，15 階

建て RC 造の基礎免震構造における時刻歴応答解析による効果を確認した結果，本複合ダンパ

ーは，大速度・大振幅領域においても限界速度以下で一定の免震効果が発揮できるが，良好な

免震効果を得るためには，変位量は 1.5m 程度必要である。限界変位を 1.5m 程度確保するため

には，支承材にもその変位量が必要となるが，現在，市販化している積層ゴム支承の最大は，

外径 1.8m．ゴム総厚 32cm であることから，限界変位（γ=400%）は 1.28m であるが，既存の

免震支承では，免震効果が低下する。その解決方法として，本章では，1.5m の最大応答変位で

も免震性能を確保できるよう，支承材は， 弾性すべり支承，復元材として高減衰ゴム系積層ゴ

ム支承を提案し，時刻歴応答解析により免震効果を発揮することを確認した。 
以上の検討結果より，本複合ダンパーは，断層近傍の長周期パルス地震動に対しても有効で

あると結論付けている。 
第 6 章の「結論」では，研究の総括として，第 2 章から第 5 章の検討結果より筆者が開発し

た，従来のオイルダンパーの減衰力特性を実現しているバルブ機能（調圧弁）を改良するのみ

で可変減衰を容易に実現する，動作信頼性の高い，多段速度依存型可変減衰オイルダンパーは，

設計領域の地震動や設計想定を超えるような長周期地震動，内陸直下型地震など多様な地震動

に対して，上部構造の応答加速度を抑制することで免震効果を確保し，同時に免震層の変位を

抑制し，擁壁（躯体）衝突の回避できる，応答変位抑制法であることを示している。また，今

後の展望では，本オイルダンパーの実用化や，免震構造への今後の展望が述べられている。 
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第 2 章 免震用多段速度依存型可変減衰オイルダンパーの設計 

 

2.1 概要 

 多段速度依存型可変減衰オイルダンパーの設計コンセプトとして，従来のセミアクテイブ免

震や可変減衰オイルダンパーにおける，装置の複雑化・大型化,コスト増となる課題を解決する

ために，改良が容易な点に着目して，従来のオイルダンパーの減衰力特性を実現しているバル

ブ機能（調圧弁）を改良するのみで可変減衰を実現することが可能である多段速度依存型可変

減衰オイルダンパーを開発することを明確にしている。 
本オイルダンパーは，設計領域では減衰が低く，大振幅領域（高速領域）で高減衰になるよ

うに減衰力特性を速度に応じて 3 段階（低速領域(C1)，中速領域(C2)，高速領域(C3)）に切り替

える可変としていることに特徴がある。この特性を有することで，発生頻度が比較的高い中小

地震から設計領域を超える地震動までのあらゆる地震入力レベルに対して，良好な免震効果を

発揮することができる。本章では，実機の装置設計および試作機試作機の設計を行い，試作機

による性能確認試験を行った。その結果，本オイルダンパーは，設計領域の低速領域では低減

衰となり，従来の免震構造と同等以上の性能を確保し，設計想定レベルを超える大振幅地震動

の中・高速領域では高減衰に切り替わり，変位抑制が可能となる設計通りの減衰力特性が確保

できると結論付けている。 
 

2.2 オイルダンパーの原理・機構 

オイルダンパーは自動車，鉄道車両の懸架装置および産業機械の防振装置等広く用いられて

いるもので，土木・建築構造物用は形状，および機構が異なるが原理的には同一である。オイ

ルダンパーの基本性能式は実験による回帰式ではなく，リニア特性（速度比例）およびバイリ

ニア特性が得られる減衰機構を確立された流体理論式を用いて設計しており，メーカにより構

造が部分的に異なるが，基本原理構造は同一である。 
(1) 減衰力発生の原理 
 流体は大小の差はあるが粘性があり，流体の流れ学における現象には，流体の運動が主に粘

性力によるものと，慣性力によるものがある。流体系のダンパーは主に粘性力を利用するもの

は粘性ダンパー，主に慣性力を利用するものはオイルダンパーと呼ばれている。 
図 2.1 に流体を用いた筒型ダンパーの原理図を示

す。流体が充満したシリンダー(φD)m の内側をピス

トンおよびピストンロッドが速度（ du ）m/s で作動

する構造になっている。流体は圧縮しないものとす

ると，流量（Q）m3/s でタンク室に流れ，粘性力と

慣性力の流れの抵抗で，内圧（P）N/m2 が発生し，

この内圧がピストンに作用し，抵抗力（Ｆｄ）N と

なり，この力を減衰抵抗力と称し，（2.1）式で表される。                          

)(
2

8 2

2

2 d
D

d
d u

a
A

C
uALF 























        （2.1） 

A L

P

ｵﾘﾌｨｽ

ピストンロッド

シリンダー

ピストン オイルタンク

D

ud

Fd

径 do

Q

ピストンロッド 

ピストン オイルタンク 

シリンダー オリフィス径 d0 

図 2.1 原理図 1) 
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Ａ：ﾋﾟｽﾄﾝ受圧面積（ 2
4

D
）m2，ａ：ｵﾘﾌｨｽ面積（ 2

4 od
）m2，ν：流体の動粘性係数 m2/s， 

ρ：流体の密度 kg/m3，Ｌ：ｵﾘﾌｨｽ長さ m，ＣＤ：流量係数， du ：ﾋﾟｽﾄﾝ速度 m/s  

 (2.1)式の大括弧内 1 項は粘性による流れ抵抗を示し，第 2 項は乱流による慣性抵抗を示して

いる。第 1 項の流体の動粘度係数(ν)は温度依存性が大きく，振動エネルギーを熱として消散す

るダンパーは特性が温度で支配されることになり，頻度の高い使用条件には使用できない。そ

こで，オイルダンパーは粘度の小さい作動油を用い，さらに，オリフィス長さ L を小さくして，

大括弧内 1 項の粘度影響を無視できる構造にしている。粘性を無視できる構造の減衰力特性式

は，式(2.2)に示すように温度影響を受けるのは流体の密度（ρ）のみとなり，実用上，温度依存

性は無視できる。 

2
22

3

2
d

D
d u

aC
AF 





                           (2.2) 

                                              
(2.2)式は速度の 2 乗に比例した特性となり，高速時は過減衰に，低速時は減衰不足になり，

一般には簡易型のオイルダンパーとしてしか用いられない。建築構造用オイルダンパーの減衰

特性としては，低速から，高速まで一定の減衰で，解析のし易い速度比例特性が主に用いられ

ている。 
(2) 減衰力発生機構 

減衰発生機構は種々考案されており，免震・制振用オイルダンパーとして，一般的に用いら

れている減衰機構について述べる。 
 
1) 速度 2 乗減衰機構 
 （2.2）式は，次の様に書き換えられる。 
   ∴ 2

2 VCFd               （2.3） 
ここで， 2C は減衰抵抗係数で単位は（kN･ｓ2/ｍ2） 

22

3

2
2 aC

AC
D 




  

 
 
式（2.3）は，図 2.2 のような速度の 2 乗の特性が得られる。減衰機構は，図 2.1 のような単

孔オリフィスである。 
2) 速度 2/3 乗減衰機構 
 図 2.3 のような円錐形状のバルブをオリフィスの部分に設け，バネ力と内圧の釣合いで開く

バルブ制御とし，オイルの通路面積が，弁リフト X に比例する機構にすると，次式の速度の 2/3
乗に比例する特性が得られる。 

    3
2

3 dd uCF                            （2.4） 

    3
22

22
2

3
BA

KAC
C

v

v




                       

図 2.2 速度 2 乗減衰特性 1) 
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 Ａv：バルブポート面積，Kv：バネ定数，Ｂ ：バルブ形状係数，Ｘ：バルブリフト  
 （2.4）式は，図 2.4 の様に速度の 2/3 乗の特性となる。        
 
 
 
 
 
 
 
 

    図 2.3 円錐弁減衰機構 1) 
 
 
 
3) 速度比例減衰機構 

バルブの開口面積がバルブリフトの 1/2 乗に比例するような特殊な形状とすると： 

 
dd uCF        （2.5） 

 

    22
2

BA
AKC

C
v

v
d







 

                                 

 
ここで， は形状係数で，弁形状で異なる。（2.5）式は図 2.6 のように，速度に比例する特性

となる。 

  
以上の 3 種類特性の減衰力比例定数，C2，C3，Cｄはそれぞ

れディメンションが異なる。 
     C2 ：kN-s2/m2 

       C3：kN-s2/3/m2/3   

       Cd ：kN-s/m 
呼称は C2，C3 は単に減衰力係数で，速度比例の Cｄは粘性

減衰係数と呼ばれている。                  
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図 2.5 速度比例バルブ 1) 

図 2.6 速度比例特性 1) 
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4) 組合せ特性                           
 これらのバルブを単独で用いる特性と組み合わせて用いる場合がある。 
＊速度二乗特性と速度 2/3 の特性の組合せを組合せた速度比例特性 

速度二乗のオリフィスと速度 2/3 乗の円錐弁を組合せると近似的に速度比例特性が得られる。 
また，オリフィスと 1/2 乗弁を組合わせる方法もある。 

 
 
                              ＝ 
 
 
 
 
＊速度比例特性と速度 2/3 乗特性の組合せたバイリニア特性 

速度比例弁と速度 2/3 乗弁にスプリングにプリセットを与えた組み合せで，バイリニア特性

が得られる。また，切片を持った比例特性（C2）を実現するリリーフ弁もある。 
 
 
 
                           ＝  
 
 
 
(3) ダンパー本体の基本構造（メカニズム） 
 オイルダンパーの基本構造は，筒型ダンパーが主流であり，バルブやオイルタンクの配置で，

免震用オイルダンパーは，片ロッドのユニフロー型とバイフロー型に分類される。一方，制振

用オイルダンパーは両ロッドのバイフロー型になる。 
 
1) ユニフロー型免震用オイルダンパー  

図 2.7 にユニフロー型オイルダンパーの構造(例)を示す。片ロッド 2 重シリンダーと調圧弁，

吸込弁，密閉タンクにより構成され，伸び，圧縮作動共に同一の調圧弁を流れ，タンク室を経

てシリンダーに戻る循環流れの回路構成である。 
減衰力は流体が調圧弁を流れるときの流体抵抗によりシリンダー内が高圧になりピストン

に作用し抵抗力となることによって生ずる。   
この構造は，シリンダーの面積をロッドの面積の 2 倍にすることで，伸び側，圧縮側同一の

減衰力が得られ，調圧弁が軸受け側で，伸び側，圧縮側共通であることが特徴である。 
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図 2.7 免震用ユニフロー型オイルダンパーの構造(例)1) 
 

 
2) バイフロー型免震用オイルダンパー 
 図 2.8 にバイフロー型免震用オイルダンパーの構造を，図 2.9 にメカニズム（例）を示す。

片ロッド，2 重シリンダー方式で，ピストンに装着した伸び側，圧縮側それぞれの調圧弁で減

衰力を発生し，作動油の流れはピストンを境にして交互に流れ，タンクへはロッドの押し込み

容積分が流れる。特徴はタンク内蔵でコンパクトになることである。  
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図 2.8 バイフロー形免震用オイルダンパーの構造 1) 



第 2 章 免震用多段速度依存型可変減衰オイルダンパーの設計 
 

 

- 17 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図.2.9 バイフロー型免震用オイルダンパーのメカニズム(例)2) 
 

3) バイフロー型制振用オイルダンパー 
 図 2.10 にバイフロー型制振用オイルダンパーの構造を，図 2.11 にメカニズム（例）を示す。

両ロッド，シングルシリンダー方式で，ピストンに装着した伸び側，圧縮側それぞれの調圧弁

で減衰力を発生し，作動油の流れはピストンを境にして交互に流れる。免震用と異なり，両ロ

ッドであることから左右のタンク室の面積は同じであるため，ボトム側の制御弁は不要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.10 バイフロー型制振用オイルダンパーの構造 2) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.11 バイフロー型制振用オイルダンパーのメカニズム(例)2) 
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免震・制振用オイルダンパーの特徴比較を表 2.1 に示す。バイフロー型はタンクを内蔵した

双方向流れのため，装置がコンパクトの反面，性能調整に分解が必要となる。一方，ユニフロ

ー型は，装置が大型化するが，性能調整が分解しなくともできるため容易であるというメリッ

トがある。 
 

 

表 2.1 免震・制振用オイルダンパーの特徴比較 2) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 型式 F-V 特性 
シリンダ

ー構造 

オイルの

種類 

オイルの

流れ 

最大減衰力 

最大速度 

バルブの 

位置・構成 
特徴 備考 

免震 

バイフロー 
ﾘﾆｱ・ﾊﾞｲﾘ

ﾆｱ 

片ロッド 

低圧型 

（ 空 気 室

あり） 

鉱物油・ 

シリコン 

圧・伸び

両方向 

1000KN 

150cm/s 

ピ ス ト ン 及 び

ボトム 

調圧弁・ｵﾘﾌｨ

ｽ・ﾘﾘｰﾌ弁 

・タンクを内蔵しているため、

装置がコンパクト 

・性能調整する場合、分解が必

要 

・大振幅・大速度領域（限界速

度 150cm/s）まで履歴特性が

安定 

 

ユニフロー 
ﾘﾆｱ・ﾊﾞｲﾘ

ﾆｱ・ﾛｯｸ 

片ロッド 

低圧型 

（ 空 気 室

あり） 

鉱物油・ 

シリコン 
１方向 

1000KN(1

476kN) 

150cm/s 

外筒 

調圧弁・ｵﾘﾌｨ

ｽ・ﾛｯｸ弁 

・ロッド径が大きく、タンク容

量を確保するため、装置が大型

化。（ex.タンク室を外側に設置） 

・性能調整が容易（分解する必

要がない） 

・大振幅・大速度領域（125cm/s

以上）で減衰力の立上り遅れが

発生する場合がある 

 

制振 バイフロー ﾊﾞｲﾘﾆｱ 

両ロッド 

高圧型 

 

鉱物油・ 

シリコン 

圧・伸び

両方向 

2000KN 

30cm/s 

ピストン 

調圧弁・ｵﾘﾌｨ

ｽ・ﾘﾘｰﾌ弁 

・両ロッドのため、ピストン部

のみのバルブで構成 

・P-Q 試験を事前に実施してい

るため、特性が安定。 

・免震に比較して、ばらつきも

小さい 
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2.3 装置の設計 

(1) 多段速度依存型可変減衰オイルダンパーのコンセプト 
一般的な免震用オイルダンパーの減衰力特性は，図 2.12 に示すように速度依存型でリニア型

とバイニリア型の 2 種類が採用されている。設計領域を超える大振幅地震動に対して免震層の

変位を抑制するためにオイルダンパーを増設すると，設計領域での地震動による応答変位が極

端に抑えられ，上部構造の応答加速度が大きくなり免震性能が低下する。したがって，オイル

ダンパーを増設しても設計領域では減衰力を小さすることで上部構造の加速度応答を増加させ

ずに従来の免震効果を確保しつつ，設計領域を超える地震動レベルでは大きな減衰力を発揮さ

せ免震層の変位を抑えられるという，可変減衰型のオイルダンパーが実現できれば，広範囲な

地震動レベルに対して免震性能を発揮できることが期待される。オイルダンパーを利用した主

な大振幅地震動の対策技術の研究は，変位に依存して減衰力特性を切り替える変位依存型ダン

パーと速度に依存して減衰力を切り替える速度依存型ダンパーに大別できる。前者の変位依存

型は，既存の装置に設定変位を検知しオイルの流れを切り替える部品やバルブ以外の外部通路

を確保し，減衰係数を切り替える変位依存型可変減衰オイルダンパーやオイルダンパー以外の

接続装置・不感帯機構などの新たな機構を付加する変位依存型可変性能オイルダンパー等があ

るが, これらは装置が複雑化・大型化し,コスト増となることが多い。一方，後者の速度依存型

は，従来のオイルダンパーの減衰力特性を実現しているバルブ機能（調圧弁）を改良するのみ

で可変減衰を実現することが可能である。本研究では改良が容易な点に着目して，後者の方法

を採用した可変減衰タイプのオイルダンパーを開発する。本オイルダンパーでは，図 2.12 に示

すように設計領域では減衰が低く，大振幅領域（高速領域）で高減衰になるように減衰力特性

を速度に応じて 3 段階に切り替える可変としていることに特徴がある。目標とする切替速度に

ついては，オイルダンパーの限界速度を 150cm/s としており，100～150cm/s を高速領域(C3)，
一般的な免震構造の告示波での応答速度 50～60cm/s を低速領域(C1)，その間を切り替える範囲

を中速領域(C2)とする。この特性を有することで，発生頻度が比較的高い中小地震から設計領

域を超える地震動までのあらゆる地震入力レベルに対して，良好な免震効果を発揮することが

できる。また，既存の免震・制振用オイルダンパーと同様に，オイルダンパーの改造範囲内で

減衰力－速度特性（以下，F-V 特性）の上下限値を，バルブの構成個数を変えることで任意に

設定することもできる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.12 減衰力特性 8) 
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(2) 装置の設計 
多段速度依存型可変減衰オイルダンパーは，片ロッドバイフロー型のオイルダンパーをベー

スにしており，内蔵しているバルフを新たに開発・適用している。 
図 2.13 に多段速度依存型可変減衰オイルダンパーの構造を示す。 
オイルダンパーはインナーチュ－ブ，アウターチュ－ブ，ピストンロッド，ピストン，減衰

バルブ，作動油から構成される。 
ピストンロッドとピストンは連結されており，インナーチュ－ブ内部の黄色部（A 室・B 室）

に作動油が密閉されている。ピストンとボトム側のシリンダには減衰バルブ（調圧弁・リリー

フバルブ）が複数組み込まれており，速度 v に応じて減衰力が発生する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.13 多段速度依存型可変減衰オイルダンパーの構造 8) 

 
一般的にオイルダンパーは外部からの入力により，ピストンロッドをインナーチューブに対

して移動させることにより，A 室，B 室間の作動油の流れを発生させ，この流れに減衰バルブ

を用いて抵抗を与えることにより圧力のかたちで力を発生させる。減衰力 F は，円筒の部材で

構成されるシリンダチューブ内径 D とピストンロッド外径 d で区切られる，円もしくはドーナ

ツ状の二重円の断面積に負荷される圧力 P の大きさで決まる。すなわち減衰力 F は， 
 
円断面：                              (2.6) 
 
 
ドーナツ状断面：                         (2.7) 
 
 
と表現される。 

圧力 P については，バルブにてオイルの流路を絞ることで抵抗を与え，抵抗に逆らって流そ

うとする力がオイルに対する圧力となる。 
抵抗として一般的な絞り(オリフィス)の式を以下に示す。 

  

 

調圧弁(BTM) 

リリーフ 

バルブ(BTM) 

リリーフバルブ(伸) アウターチュ－ブ 

ボトム側の 
シリンダ 

A 室 B 室 

リリーフ 

バルブ(縮) 

調圧弁(縮) 

ピストンロッド 調圧弁(伸) ピストン 

インナー 

チュ－ブ 

タンク室 

チェックバルブ 

𝐹 = 𝑃・𝐴𝑡 = 𝑃・𝐷2・𝜋4 

𝐹 = 𝑃・𝐴𝑟 = 𝑃・(𝐷2 − 𝑑2)・𝜋4
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(2.8) 

     
 

ここに，Q は流量，α は流量係数，Ah は流路面積，P1 は絞りより上流の圧力，P2 は絞りより

下流の圧力，ρ は流体密度である。 
 (2.8)式において圧力差 P1－P2 を⊿P とし，⊿P について解くと(2.9)式が得られる。 

 
 
                                    (2.9) 
 

(2.9)式よりダンパーの内圧力は流量 Q に対しての 2 乗特性となることが分かる。しかしなが

ら，オイルダンパーの F-V 特性にはリニアな特性が求められる。これは，オリフィスの流路面

積 Ah が特定の流量で特定の圧力を発生する面積となるよう，減衰バルブが動くことで実現し

ている。本オイルダンパーの基本構成および外観は，従前の免震用オイルダンパーと同様であ

る。だだし，バルブは微少な面積変化を制御しており，さらに変化率を減らす(減衰係数高＝面

積変化率小)ことは加工精度上困難である。このため従前のバルブでは，減衰係数が任意の速度

地点で高くなるように切替えることは技術的に難しい。Ah は小さな面積であり，途中での変

化率の変更が加工上困難であることから，本開発では専用のバルブ（専用調圧弁）を開発・適

用した。今回開発した専用調圧弁の概略図を図 2.14 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)低速領域における専用調圧弁の状態 
 
 
 
 
 
 
 

(b)中速領域における専用調圧弁の状態 
 

図 2.14 専用調圧弁の概略図 8) 

𝑄 = 𝛼𝐴ℎඨ2(𝑃1 − 𝑃2)𝜌  

∆𝑃 = 𝑄2𝜌2(𝛼𝐴ℎ)2 

規制部材 

スプリング 

弁体 

ハウジング 
流れ 
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専用調圧弁の具体的な構造は，ハウジング内部に規制部材を追加し，弁体が規定のストロ－

ク量に達すると，規制部材とぶつかり，弁体の移動量を規制できることである。 
Ah を変化させるバランスをとっているバルブの動きを止めてしまえば，流路面積 Ah はその

状態で固定されるため，固定した以降の流量に対する圧力の特性は，元の 2 乗特性となる。前

述のように，減衰係数を任意の地点で傾きを変化させることは困難であることから，中間速度

領域での F-V に 2 乗特性を採用した。図 2.15 に本オイルダンパーの F-V 特性を示す。低速領域

C1 ではオリフィス（2 乗特性）と専用調圧弁が規制部材に接触しない範囲で作動し，中速領域

C2 では，専用調圧弁が規制部材で拘束され，オリフィス特性に移行，高速領域 C3 ではリリー

フ弁が作動する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.15 多段速度依存型可変減衰オイルダンパーの減衰力特性 8) 

 
各速度領域(①～③)では，減衰バルブが以下のように作用して，目標とする減衰力特性を実

現する。 
 

① C1 領域（低速領域）では，オリフィスと専用調圧弁が作用し，リリーフ弁は閉じた状態に

なっており，F=C1V の線形特性となる。本領域は減衰過多にならず，免震効果を有効に発

揮させる領域である。 
② C2 領域（中速領域）では，専用調圧弁が規制部材で拘束され F=C2V2 の 2 乗特性（オリフ

ィス）に移行する。本領域では①領域の低減衰特性から急速に減衰力を高め，ブレーキン

グ効果を発揮させる。 
③ C3 領域（高速領域）では，リリーフバルブが解放され減衰係数を小さくすることで，減衰

力が過大となることを防止し装置を損傷させない。 
 

上記の各速度領域での履歴特性は図 2.16 のようになり，低速領域では楕円形状を，中速領域

では上下に拡張し，高速領域では矩形に近い形状特性となり，履歴吸収エネルギーが速度に応

じて大きくなる。 
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図 2.16 荷重－変位関係 8) 
 
2.4 性能確認試験 

 図 2.15 の減衰力特性を実現できる実機の多段速度依存型可変減衰オイルダンパーを設計・試

作し，正弦波加振実験による，減衰荷重確認実験，特性切替り確認実験，周波数依存性確認実

験の 3 種類の試験を行い，設計計画通りの減衰力－速度関係（F-V 特性）と速度切り替えが実

現できることを確認する。 
 
2.5 試作機の設計 

多段速度依存型可変減衰オイルダンパーの減衰力特性を確認する目的で，実大の試作機（最

大減衰力：1200kN，最大速度：150cm/s）を設計・製作した。 
本オイルダンパーは，既存のオイルダンパーのバルブを特殊仕様として製作しており，バル

ブについては，標準品の特性違い品に追加部品を加えてバルブストローク途中から特性が変わ

る構成とした。標準品は単穴オリフィス（2 乗特性），調圧弁（1/2 乗特性），リリーフ弁（切片

を持った比例）で構成されるが，本オイルダンパーは，調圧弁を専用調圧弁に切換える。各速

度領域でのバルブの開閉は表 2.2 のようにしている。 
 

表 2.2 多段速度依存型可変減衰オイルダンパーのンバルブ構成と開閉 
 C1 低速 C2 中速 C3 高速 
単孔オリフィス 開放 開放 開放 
専用調圧弁 開放 

（規制部材接触なし） 
開放 

（規制部材接触） 
開放 

リリーフ弁 閉鎖 閉鎖 開放 
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本ダンパーの諸元を従前の機種と比較して表 2.3 に示す。また，試験体および実験の実施状

況を図 2.17，写真 2.1 に示す． 
 

表 2.3 試作機と従前のオイルダンパーの仕様 8) 

項目 記号 単位 従前の機種 
BDS120 B-1 開発試作 

一次減衰係数 
C1 kN/(m/s) 2500 667 

C2 kN/(m/s)2 － 1100 

二次減衰係数 C3 kN/(m/s) 169.5 200 

切替荷重 Fc kN － 400 

切替速度 Vc m/s － 0.6 

リリーフ荷重 Fr kN 800 1100 

リリーフ速度 Vr m/s 0.32 1.0 

最大荷重 Fmax kN 1000 1200 

限界速度 Vmax m/s 1.5 1.5 

限界変形 δmax m ±1.0 ±1.0 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.17 試作機の形状と寸法 8) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2.1(1) 性能確認試験の実施状況 8) 
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写真 2.1(2) 性能確認試験の実施状況 
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2.6 試験方法 

本オイルダンパーの基本性能を確認するために，以下の(1)～(3)の 3 項目について試験を実施

した。加振条件を表 2.4 と表 2.5 の 2 つの速度領域に分けて示す。試験機は，2000kN 試験機（最

大振幅：±500mm，動的最大加振力：1000kN/150cm/s 時，2000kN/50cm/s 時）を用いた。 
(1) 減衰荷重確認実験 

正弦波加振により計画通りの減衰力－速度関係（F-V 特性）が実現されることを確認する。 
(2) 特性切替り確認実験 

切替り速度とその速度前後での変化を確認する。 
(3) 周波数依存性確認実験 

同速度の実験を複数の周波数で行い，依存性の有無を確認する。 
 
 

表 2.4 加振条件一覧表 (１次減衰領域)8） 

  加振変位(mm) 

周波数 
(Hz) 

周期 
(s) 

速度（cm/s） 

20 40 55 60 65 80 90 95 100 

0.25 4.0 127.3 254.6 350.1 382.0 413.8 × × × × 

0.5 2.0 63.7 127.3 175.1 191.0 206.9 254.6 286.5 302.4 318.3 

0.75 1.33 42.4 84.9 116.7 127.3 137.9 169.8 191.0 201.6 212.2 

1.0 1.0 × 63.7 87.5 95.5 103.5 127.3 143.2 151.2 159.2 

  低速領域(C1) 中速領域（C2） 

 
 

表 2.5 加振条件一覧表 (2 次減衰領域)8） 

加振変位(mm) 

周波数 
(Hz) 

周期 
(s) 

速度（cm/s） 

105 120 140 150 

0.5 2.0 334.2 382.0 445.6 477.5 

0.75 1.33 222.8 254.6 297.1 318.3 

1.0 1.0 167.1 191.0 222.8 238.7 

  高速領域(C3) 
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2.7 試験結果と考察 

加振実験結果の荷重変形関係の速度による比較を図 2.18 に，実験結果の最大荷重を F-V 特性

としてプロットしたものを図 2.19 に示す。グラフ中上側が圧縮側，下側が引張側である。履歴

特性は，速度に応じて想定した形状を示している。なお，各速度は最大減衰力を発生させる，

正弦波加振での最大速度を基準として表記している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.18 荷重－変位関係(0.5Hz)8) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.19 F-V 特性 8) 
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(1) 減衰荷重確認実験 
一次減衰領域 20 cm/s の低速領域において計画値±15％に対し-21.94%と低めに外れているが，

その他の領域については±15％の領域に入っている。 
(2) 特性切替り確認 

図 2.19 より，低速から中速・高速への切替速度は F-V 特性の傾きが計画特性の通り切替って

いることを確認できる。 
(3) 周波数依存性確認実験 

図 2.19 では，60～100cm/s の速度域で 0.5～1.0Hz の複数の周波数での結果を重ねているが，

ほぼ同一の線上に並んでいる。よって，リニア特性の C1 領域（低速領域）と C3 領域（高速領

域），およびその間の減衰係数を高めた 2 乗特性の C2 領域（中速領域）の全領域において，周

波数依存性の影響は，ほとんど見られないと判断できる。 
(4) 実験結果と解析結果の比較 
 各速度領域における実験結果と解析結果の履歴特性の比較を図 2.20 に示す。比較に用いた解

析は，Maxwell モデルを MATLAB にて構成し，試験体の設計値を用いて，正弦波の入力の応

答を算出した結果である。速度が反転する際の不感帯部分以外の領域では，実験結果と解析結

果を概ね一致している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※凡例中 cal は解析結果，test は試験実測 

図 2.20 荷重－変位関係 8） 
（実験結果と解析結果の比較） 
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2.8 まとめ 

本章では，免震構造における大振幅地震動対策として，多段速度依存型可変減衰オイルダン

パーを考案し，試作機による性能確認試験を行った。 
以下に示す検討結果より，本オイルダンパーは，設計領域の低速領域では低減衰となり，従

来の免震構造と同等以上の性能を確保し，設計想定レベルを超える大振幅地震動の中・高速領

域では高減衰に切り替わり，変位抑制が可能となる設計通りの減衰力特性が確保できると結論

付ける。 
 

(1) オイルダンパーは，封入した油の流れやすさを制限するオリフィスやバルブ（調圧弁やリ

リーフバルブ）を組み合わせることでリニアやバイリニア型の減衰性能を発揮する免震部

材である。流れを制御することから，本質的にオイルダンパーが持つ，この速度依存性を

利用して，バルブ機能（調圧弁）の改良のみで，振幅領域毎に減衰力を任意に設定し，広

範囲な地震動レベルに対して免震性能を発揮できる，多段速度依存型可変減衰オイルダン

パーを設計した。 
(2) 実大の試作機（最大減衰力：1200kN，最大速度：150cm/s）を設計・製作し，性能確認実

験を実施した試験結果により，目標とした減衰力特性（F-V 特性）が得られ，低速・中速・

高速の切替も計画通りであった。また，オイルダンパーの特徴である周波数依存性もほと

んど見られなかった。 
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第 3 章 時刻歴応答解析による応答変位抑制効果の検証 

 

3.1 概要 

筆者が提案する多段速度依存型可変減衰オイルダンパーについて，第 2 章では，提案ダンパー

の装置設計と試作機による性能確認試験結果から，設計通りの減衰力特性が実現できることを

確認した。 
本章では，第 2 章の検討結果を踏まえ，ダンパーのモデル化を行い，その機能を新たに解析モ

デルに組み込んだ。また，15 階建て RC 造の基礎免震構造における時刻歴応答解析による効果

を確認した結果，本オイルダンパーを追加設置することで，大振幅地震動に対して，従来の免

震構造に比較して，応答加速度，応答変位，応答層せん断力に低減効果が現れており，標準的

な設計用入力地震動においても，加速度応答の増加はみられず，既存のオイルダンパーよりも

免震効果を発揮した。以上の検討結果より，本オイルダンパーは，設計領域では従来の免震構

造と同等以上の性能を確保し，設計想定レベルを超える大振幅地震動においても変位抑制が可

能であり，広範囲の入力地震動レベルに対して免震効果が確保できることを検証している。 
 

3.2 ダンパーのモデル化 

 オイルダンパーの振動数依存，微小速度および微小変位依存は作動油の圧縮性に起因する。

圧力変動の少ない使用条件下では作動油は非圧縮性であると考えるが，オイルダンパーのよう

な振動荷重を受ける使用条件では圧縮性を無視できないので，以下に記述する。 

圧力による流体の体積の変化を表すには体積弾性係数が用いられる。 

 dV
dPVK v 

              （3.1） 

Ｖ：作動油の初期体積，dP ：変動圧力，dV ：容積変化，Kv：作動油の体積弾性係数 
Kv は実験的に求められ石油系作動油では ＝1.4～1.9×10－3 （MPa）の値が用いられ，これを

定数として取り扱うと，次式から，作動油の圧縮バネ定数が計算できる。 

 
vd K

V
AK 

2

             （3.2） 

Kd：内部剛性（作動油の圧縮剛性），V：圧力の作用している室の作動油容積， 
A：ピストン受圧面積 
  
 作動油の圧縮性は，減衰抵抗力を発生する調圧弁を流れる流量がピストンの動きに対して遅

れを生じさせ，減衰抵抗力-速度関係が位相遅れによりヒステリシスループを描く。このため，

最大減衰抵抗力の低下，および 1 サイクルの消散エネルギーの低下となる。この力学モデルは

減衰に対し直列にバネを有する Maxwell モデルとなり性能は振動数依存性を持つようになる。 
したがって，多段速度依存型可変減衰オイルダンパーのモデル化は，図 3.1 に示すように装

置剛性を考慮した Maxwell モデルとする。ダッシュポット部（粘性減衰係数）の減衰力特性は

図 3.2 の特性とする。C1 特性はリニア特性の F=C1V，C2 特性は，F=C2・V2 の 2 乗特性とし，

C3 特性はリニア特性の F=C3V となる。 
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ここで，C1 と C2 の切り替え速度（Vc）と切替荷重(Fv)は，0 点からの F=C2・V2 特性と F=C1V 
特性の交点となる。この機能を新たに構築し，地震応答解析プログラム SS21/DynamicPRO の解

析モデルに組み込んだ。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1 多段速度依存型可変減衰オイルダンパーの解析モデル（Maxwell モデル） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3.2 多段速度依存型可変減衰オイルダンパーの減衰力特性 
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3.3 検討ケース 

(1) 検討モデル 
 検討対象建物は，15 階建て RC 造の基礎免震構造 1)とし，免震部材（支承材）は高減衰ゴム

系積層ゴムとする。建物総重量は 123,186kN，等価固有周期は 4.09s（40cm 変形時），免震層

の降伏せん断力係数は 0.03 である。図 3.3 に検討建物概要を示す。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.3 検討建物(RC 15/0)1) 

 
(2) 入力地震動 
 検討用地震波としては，長周期地震動として，南海トラフ沿い巨大地震 2)3)を想定した大阪地

区と中部地区の 4 波(OS1，CH1，OSKH02，AIC003)を，内陸直下型地震は，上町断層 A4 ゾ

ーン（レベル 3B：UMTA4B2EW1）4)と熊本地震における K-NET 一宮 EW（2016/4/16：
KMM004EW）5)の 2 波を，さらに標準的な設計用地震動レベル（告示波：AWL2）1 波の合計

7 波とする。地震波一覧を表 3.1 に，擬似速度応答スペクトルおよびエネルギースペクトルを

図 3.4，3.5 に示す。 
表 3.1 地震波一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地震波 略称 最大加速度 
（cm/s2） 

最大速度 
（cm/s） 

継続時間 
（s） 

南海トラフ(OS1) 南海（OS1） 263.0 45.9 655.3 
南海トラフ(CH1) 南海（CH1） 265.0 59.4 655.3 
南海トラフ 4 連動

（OSKH02） 南海（OSKH02） 133.0 58.0 640.0 

南海トラフ 4 連動

（AIC003） 南海（AIC003） 545.4 68.6 640.0 

上町断層

（UMTA4B2EW1） 上町（A4B2） 387.0 97.4 41.0 

2016 熊本地震 
（KMM004EW） 熊本（KMM） 346.7 80.5 300.0 

告示波（AWL2） 告示（AW） 347.8 52.5 120.0 

高減衰ゴム系積層ゴム：φ1100（G6） 
せん断弾性率：0.620N/mm2 
ゴム層総厚さ：200mm 
基数：14 基 
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図 3.4 擬似速度応答スペクトル(h=0.05) 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.5 エネルギースペクトル (h=0.10) 
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(3) 解析モデルおよび検討ケース 
解析モデルは 1 柱列多質点系モデルとし，上部構造は線形，免震システムは高減衰ゴム系積

層ゴムとオイルダンパーを組み合わせる。また，高減衰ゴム系積層ゴム（G6）6）には限界変形

を考慮できる Kikuchi-Aiken モデル 7), 8)を適用し，オイルダンパーは装置剛性を考慮した

Maxwell 型モデルとし，速度に依存して減衰力を変化させる。上部構造の減衰は免震層固定時

に対して 2%の瞬間剛性比例型とし，地震応答解析の方向は，建物長辺方向（X 方向）とした。 
図 3.6 に解析モデルを示す。 
検討は表 3.2 に示す 4 ケースについて実施した。CASE-1 は，一般的な免震構造として，高減

衰ゴム系積層ゴム支承（ゴム総厚 200mm）のみ採用した基本モデルである。この基本モデルに

多段速度依存型可変減衰オイルダンパー（CASE-2）と既存のオイルダンパー(CASE-3)を各々，

解析方向に 10 基追加設置した場合について，比較検討を行った。さらに，CASE-4 では，より

高い免震性能の可能性を追求した免震システムの最適設計として，ゴム総厚 250mm の高減衰

ゴム系積層ゴムと天然ゴム系積層ゴムを組み合わせることで，ハードニング現象を回避し，こ

れに提案するオイルダンパーを追加した免震システムの効果についても比較した。 
本章で採用している高減衰ゴム系積層ゴムは，減衰性の高いゴムを使用したゴムで，ゴム材

料自体で剛性と減衰機能を有していることから，ダンパーを不要とする設計も可能であること

が特徴であり，一般的に採用されている免震部材である。また，ゴム材料の弾性率は，G3，G4，
G6 の 3 種類があり，設計条件に応じて選択することができる。 

高減衰ゴム系積層ゴム支承の解析モデルは，せん断歪に対して水平性能が変化することから

歪依存式に基づく修正バイリニアか Kikuchi-Aiken モデルを採用することが多い。しかし，修

正バイリニアの適用範囲は，ハードニングが生じない 270%以下であることから，本章では限

界歪 400%まで適用可能な Kikuchi-Aiken モデルを採用している，同モデルのせん断復元力パラ

メータの評価式を以下に示す。 
         
Geq（Mpa）＝0.68358γ-0.39964 （0.05≦γ＜1.15）  
      ＝1.10103－0.61946γ＋0.22047γ2－0.022191γ3（1.15≦γ≦4.0） 
 
heq＝0.23834－0.0213γ－0.000087664γ2  （0.05≦γ≦4.0） 
 

u ＝0.44236－0.062943γ－0.037571γ2  （0.05≦γ≦4.0） 
 
n ＝1                       （0.05≦γ≦1.5） 

0.91173－0.59184γ＋0.43379γ2       （1.5＜γ＜4.0） 
 

a，b，c  γ≦1.3 では b=0 として評価式にしたがって，a を評価 
        γ＞1.4 では a=10.19171 として，評価式にしたがって，b を評価） 

c ＝5.0（const.）         （0.05≦γ≦4.0） 
ここで，Geq：等価せん断弾性率，γ：せん断ひずみ，heq：等価粘性減衰定数，u：降伏荷重

特性比，a,b,c,n：履歴ループ形状パラメータ 
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次にスケルトンカーブにおける変位 X と復元力 F を次式で表現する。 
 
                                     （3.3） 
 

ここに，Geq はせん断ひずみの関数で表されるゴムの等価せん断弾性率，A は積層ゴムの断

面積，Tr はゴムの総厚であり，履歴ループは次式のように F1 と F2 の和とする。 
 

F = F1 +F2                                                 (3.4) 
ここに，F1，F2 は次式で表す。 
 
 
 
                                     (3.5) 
 
 
ここに，u ，x は次式である。 
 
 
                                     (3.6) 
 
 
Xm ,Fm はスケルトンカーブからの除荷時の変位と荷重を表し，n ,a ,b ,c は履歴ループの形状

を規定するパラメータで，a ,b ,c は次式で表される q より求める。 
 
                                     (3.7) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Kikuchi-Aiken モデル（実験値と解析の比較） 

𝐹 = 𝐺𝑒𝑞𝐴𝑇𝑟 𝑋 

𝐹1 = 12 (1 − 𝑢)𝐹𝑚 {𝑥 + 𝑠𝑔𝑛(𝑋)|𝑥|𝑛 }  

𝑋̇ > 0：𝐹2 = 𝑢𝐹𝑚 {1 − 2𝑒−𝑎(1+𝑥) + 𝑏（1 + 𝑥）𝑒−𝐶(1+𝑥)}  

𝑋̇ < 0：𝐹2 = −𝑢𝐹𝑚 {1 − 2𝑒−𝑎(1+𝑥) + 𝑏（1 − 𝑥）𝑒−𝐶(1−𝑥)}  

𝑢 = 𝐹𝑢𝐹𝑚  

𝑥 = 𝑋𝑋𝑚  

𝑞 = 𝜋ℎ𝑒𝑞2  
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図 3.6 質点系応答解析モデルの諸元（X 方向） 
 

表 3.2 検討ケース一覧 
 略称 免震部材 減衰力特性 

CASE-1 OD 無し HDR（14 基）H=200mm － 

CASE-2 提案可変OD HDR（14 基）+OD1（10 基）※ 
H=200mm 

可変減衰オイルダンパー 
C1：667kN/(m/s),C2：1100 kN/(m/s)2, 
C3：200kN/(m/s),Fc：400kN，Fr：1100kN 

CASE-3 既存 OD HDR（14 基）+OD2（10 基）※ 
H=200mm 

既存オイルダンパー 
C1：2500kN/(m/s),C2：169.5 kN/(m/s), 
F：800kN 

CASE-4 提案可変OD
（h250） 

HDR（8 基）+NRB（6 基）+OD1
（10 基）※ 
H=250mm 

可変減衰オイルダンパー 
C1：667kN/(m/s),C2：1100 kN/(m/s)2, 
C3：200kN/(m/s),Fc：400kN，Fr：1100kN 

HDR：高減衰ゴム系積層ゴム支承（G6），NRB：天然ゴム系積層ゴム（G4），H：ゴム総厚 
OD1：多段速度依存型可変減衰オイルダンパー 
OD2：オイルダンパー（バイリニア型），※オイルダンパーは，長辺方向（X 方向）の基数 

 

 

 

6F 

11F 

免震層 

4F 

13F 

7F 

2F 
1F 

5F 

3F 

12F 

9F 
8F 

10F 

RF 

14F 
15F 

階 重量 高さ K1 Qc Qy α1 α2

（kN) (m) (kN/m) (kN) (kN) (=K2/K1) (=K3/K1)
R 6981.5 45.50 - - - - -
15 7302.0 42.50 1.29E+06 1895.00 2639.10 0.0998 0.0022
14 7348.0 39.50 1.22E+06 3588.00 4984.30 0.1271 0.0036
13 7374.5 36.50 1.51E+06 5035.00 7041.30 0.1126 0.0043
12 7401.9 33.50 1.54E+06 5999.00 8759.20 0.1285 0.0051
11 7448.0 30.50 1.55E+06 7018.00 10268.00 0.1285 0.0056
10 7474.5 27.50 1.56E+06 7913.00 11578.00 0.1302 0.0064
9 7548.0 24.50 1.59E+06 8674.00 12743.00 0.1288 0.0061
8 7548.0 21.50 1.62E+06 8903.00 13419.00 0.1522 0.0068
7 7574.4 18.50 1.64E+06 9432.00 14351.00 0.1606 0.0096
6 7601.9 15.50 1.69E+06 9948.00 15294.00 0.1564 0.0079
5 7601.9 12.50 1.69E+06 10989.00 16122.00 0.1438 0.0092
4 7628.3 9.50 1.73E+06 11463.00 16804.00 0.1567 0.0106
3 7655.8 6.50 1.81E+06 11932.00 17300.00 0.2001 0.0179
2 7655.8 3.50 2.27E+06 12980.00 18299.00 0.1727 0.0171
1 9670.6 0.50 5.61E+06 13998.00 19143.00 0.1312 0.0216

せん断  (武田モデル)

(K2:2次剛性、K3:3次剛性)



第 3 章 時刻歴応答解析による応答変位抑制効果の検証 
 

 

- 39 - 

3.4 解析結果と考察 

(1) 各階の最大応答 
CASE-1（オイルダンパー無し），CASE-2（提案可変減衰オイルダンパー），CASE-3（既存

オイルダンパー）における各入力地震動に対する地震動毎の免震層の最大応答変位，最大応答

速度，１階の最大応答層せん断力，上部構造の最大応答加速度を図 3.7～3.10 に示す。また，

最大応答分布と高減衰ゴム系積層ゴムとオイルダンパーの履歴特性を図 3.11～3.24 に示す。 
基本モデルのオイルダンパーが無い高減衰ゴム系積層ゴムのみの場合（CASE-1）は，図 3.20，

3.22 の履歴ループに見られるように活断層地震において免震層にせん断ひずみ 400%（δ=80cm）

を超えるような大きな変形が生じているため，ハードニングの影響で加速度応答も大きくなっ

ている。これに対して提案している多段速度依存型可変減衰オイルダンパー（CASE-2）は，応

答加速度，応答変位，応答層せん断力に低減効果が現れている。また，免震層の最大応答速度

は，オイルダンパー無し（CASE-1）は，210cm/s と非常に大きいが，本オイルダンパーを設置

することで最大 130cm/s 程度となっており，オイルダンパーの限界速度 150cm/s 以下となって

いる。 
(2) 入力レベルによる効果 

提案可変減衰オイルダンパー（CASE-2 ）は，図 3.23 に見られるように標準的な設計用入力

地震動（告示 AW）においても応答加速度は 200 ㎝/s2 以下であり，オイルダンパー無し（CASE-1）
に対して応答加速度の増加はみられず，既存のオイルダンパー（CASE-3）よりも免震効果を発

揮している。また，CASE-3 の既存のオイルダンパーを付加すれば，免震層の応答変位を抑え

ることはできるが，設計領域の地震動では，変位を抑えすぎるため加速度応答が大きくなる。

これらの応答結果より，多段速度依存型可変減衰オイルダンパーは，設計領域では，従来の免

震効果を確保し，大振幅地震動の領域で変位を抑制することが可能である。なお，免震層の応

答変位（クリアランス）と上部構造の応答はトレードオフの関係があるため，良好な免震効果

を得るためには，変位量は可能な限り大きくとる必要がある。 
(3) オイルダンパーの温度上昇 

最大累積吸収エネルギー量を示した長周期地震動（南海 AIC003）における，オイルダンパー

の温度上昇シミュレーション解析を文献 12)により検討した結果を図 3.25，3.26 に，累積吸収エ

ネルギー量を図 3.27~3.29 に示す。CASE-2 のオイルダンパーの温度上昇（精算法）は 9.05℃（表

面温度 29.05℃：AIC003）であり，シール材の耐熱限界温度 80℃以下を十分下回っていること

から，オイルダンパーの温度上昇による機能上の問題はない。また，CASE-3 の既存のオイル

ダンパーの温度上昇（精算法）は 15.79℃（表面温度 35.79℃：AIC003）であり，提案オイルダ

ンパーより温度上昇が大きい。一方，CASE-2 の放熱を考慮しない場合の温度上昇は，簡易法

として(3.8)式で求まることから，9.14℃（表面温度 29.14℃：AIC003）となり，双方の差はほと

んど見られない。 
 

t=Ed/C                                 (3.8) 
 

ここに, t：温度（℃）,Ed：吸収エネルギー(kN・m)，C：熱容量（kJ/℃） 
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(4) 免震システムによる性能比較 
CASE-4 では，より高い免震性能の可能性を追求した最適設計の免震システムとして，ゴム

総厚 250mm の高減衰ゴム系積層ゴムと天然ゴム系積層ゴムを組み合わせている。解析結果の

例として，応答結果は比較的大きい内陸直下型地震（上町 A4B2，熊本 KMM）における提案可

変減衰オイルダンパー（CASE2）と比較した応答分布図を図 3.30，3.31 に示す。また，免震部

材の履歴特性の比較を図 3.32，3.33 に示す。なお，CASE-4 は高減衰ゴム系積層ゴムと天然ゴ

ム系積層ゴムの合計の履歴ループと比較している。 
応答加速度や応答せん断力は，CASE-4 が CASE-2 より，さらに応答を低減しており，最大

応答変位においても大差がない。履歴特性では，ゴム総厚を 250mm に変更したことから剛性

が低下しており，破断の限界変位も向上しているためハードニング現象も生じていない。その

ため，提案可変減衰オイルダンパーの履歴ループも大きくなり，エネルギー吸収量が増加して,
免震層の変位を効果的に抑制している。 

以上から，最適な免震システム採用することで提案している多段速度依存型可変オイルンパ

ーはより，性能を向上した免震建築物が実現可能である。 
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図 3.7 免震層の最大応答変位 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.8 免震層の最大応答速度 
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図 3.9 １階の最大応答層せん断力 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.10 上部構造の最大応答加速度 
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図 3.11 最大応答分布図 
（CASE-1・2・3：南海 OS1） 
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履歴特性（CASE-1：OD 無し） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

履歴特性（CASE-2：提案可変 OD） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

履歴特性（CASE-3：既存 OD） 
 

図 3.12 免震部材の履歴特性 
（CASE-1・2・3：南海 OS1） 
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図 3.13 最大応答分布図 
（CASE-1・2・3：南海 CH1） 
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履歴特性（CASE-1：OD 無し） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

履歴特性（CASE-2：提案可変 OD） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

履歴特性（CASE-3：既存 OD） 
 

図 3.14 免震部材の履歴特性 
（CASE-1・2・3：南海 CH1） 
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図 3.15 最大応答分布図 
（CASE-1・2・3：南海 OSKH02） 
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履歴特性（CASE-1：OD 無し） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

履歴特性（CASE-2：提案可変 OD） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

履歴特性（CASE-3：既存 OD） 
 

図 3.16 免震部材の履歴特性 
（CASE-1・2・3：南海 OSKH02） 
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図 3.17 最大応答分布図 
（CASE-1・2・3：南海 AIC003） 
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履歴特性（CASE-1：OD 無し） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

履歴特性（CASE-2：提案可変 OD） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

履歴特性（CASE-3：既存 OD） 
 

図 3.18 免震部材の履歴特性 
（CASE-1・2・3：南海 AIC003） 
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図 3.19 最大応答分布図 
（CASE-1・2・3：上町 A4B2） 
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履歴特性（CASE-1：OD 無し） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

履歴特性（CASE-2：提案可変 OD） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

履歴特性（CASE-3：既存 OD） 
 

図 3.20 免震部材の履歴特性 
（CASE-1・2・3：上町 A4B2） 
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図 3.21 最大応答分布図 
（CASE-1・2・3：熊本 KMM） 
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  履歴特性（CASE-1：OD 無し） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

履歴特性（CASE-2：提案可変 OD） 
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

履歴特性（CASE-3：既存 OD） 
 

図 3.22 免震部材の履歴特性 
（CASE-1・2・3：熊本 KMM） 
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図 3.23 最大応答分布図 
（CASE-1・2・3：告示 AW） 
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  履歴特性（CASE-1：OD 無し） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

履歴特性（CASE-2：提案可変 OD） 
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

履歴特性（CASE-3：既存 OD） 
 

図 3.24 免震部材の履歴特性 
（CASE-1・2・3：告示 AW） 
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図 3.25 温度上昇シミュレーション解析結果(CASE2：提案可変 OD_南海 AIC003) 
 
                     
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.26 温度上昇シミュレーション解析結果(CASE-3：既存 OD_南海 AIC003) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.27 累積吸収エネルギー量（CASE-1：OD 無し_南海 AIC003） 
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図 3.28 累積吸収エネルギー量（CASE-2：提案可変 OD_南海 AIC003） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.29 累積吸収エネルギー量（CASE-3：既存 OD_南海 AIC003） 

0.0E+00

5.0E+04

1.0E+05

1.5E+05

0 100 200 300 400 500 600

En
er

gy
(k

N
・
m

)

Time (sec)

AIC003Input energy(kN・m)
Kinetic energy(kN・m)
Damping energy(kN・m)
Seismic device(kN・m)
HDR(kN・m)
Oil damper(kN・m)

0.0E+00

5.0E+04

1.0E+05

1.5E+05

0 100 200 300 400 500 600

En
er

gy
(k

N
・
m

)

Time (sec)

AIC003Input energy(kN・m)
Kinetic energy(kN・m)
Damping energy(kN・m)
Seismic device(kN・m)
HDR(kN・m)
Oil damper(kN・m)



第 3 章 時刻歴応答解析による応答変位抑制効果の検証 
 

 

- 59 - 

     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.30 最大応答分布図 
（CASE-2・4：上町 A4B2） 
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図 3.31 最大応答分布図 
（CASE-2・4：熊本 KMM） 
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図 3.32 免震部材の履歴特性（CASE2・4：上町 A4B2）  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3.33 免震部材の履歴特性（CASE2・4：熊本 KMM） 
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3.5 まとめ 

本章では，第 2 章で設計・製作し，試作機による性能確認試験と試験結果を踏まえた時刻歴

応答解析による検証を行った。以下に示す検討結果より，本オイルダンパーは，設計領域では

従来の免震構造と同等以上の性能を確保し，設計想定レベルを超える大振幅地震動においても

変位抑制が可能であり，広範囲の入力地震動レベルに対して免震効果が確保できると結論付け

る。 
 
(1) 15 階建て RC 造の基礎免震構造における時刻歴応答解析による効果を確認した結果，本オ

イルダンパーを追加設置することで，大振幅地震動に対して，従来の免震構造に比較して，

応答加速度，応答変位，応答層せん断力に低減効果が現れている。 
(2) 標準的な設計用入力地震動（告示 AW）においても，加速度応答の増加はみられず，既存

のオイルダンパーよりも免震効果を発揮した。 
(3) 最適設計の免震システムとすることで、より免震効果の高い免震建築物が実現可能である。 
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第 4 章 オイルダンパーの繰り返し依存性を考慮した免震建物の地震応答性状 

 

4.1 概要 

設計想定を超える大振幅地震動に対する免震構造の過大変位対策は，3 つの限界状態【擁壁

機能の喪失】【免震機能の喪失】【建物機能の喪失】を想定した影響低減技術に分類されてお

り 1)，近年，建物機能喪失に対する影響低減技術の応答変位抑制法として，オイルダンパーの

高性能化を図った様々な研究・開発が活発化している 2)-5)。その対策の一つとして，筆者は，

従来のオイルダンパーの減衰力特性を実現しているバルブ機能（調圧弁）を改良するのみで可

変減衰を容易に実現できる，動作信頼性の高い，多段速度依存型可変減衰オイルダンパーを提

案している。 本オイルダンパーは，低速・中速・高速領域の 3 段階で減衰力特性を速度に応じ

て切り替える多段可変減衰としていることに特徴がある。設計領域（低速領域）では従来の免

震効果を確保しつつ，大振幅地震動の領域（高速領域）で変位を抑制することにより擁壁衝突

を回避することができるため，発生頻度が比較的高い中小地震から設計領域を超える地震動ま

でのあらゆる地震入力レベルに対して，良好な免震効果を発揮することができる。このように

して，多段速度依存型可変減衰オイルダンパーは，ダンパー増設に伴う，免震層の変位と上部

構造の応答におけるトレードオフ関係を解決することを目指している 6)-10)。 
オイルダンパーは，一般的に繰り返し依存性が小さいことから，免震効果の向上，変位抑制

や居住性改善などに使われることが多い。また，オイルダンパーの限界状態は，ストローク限

界に達する限界変形と温度上昇に伴うシール材の耐熱限界温度により決まる。 
長周期地震動による長時間・大変形の繰り返しに対する免震部材の性能変化は，時刻歴応答

解析において必要に応じて考慮する必要があり，南海トラフ沿い巨大地震における基整促波の

公表の際には，免震部材の繰り返し依存性の検証方法が示されている 11),12)。代表的な免震部材

（アイソレータ・ダンパー）の繰り返し依存性を表 4.1 に示す。オイルダンパーの繰り返し依

存性は小さいが，限界性能に近い振幅での加振など，オイルの温度上昇が想定される場合は，

その影響を確認しておく必要がある。従来のオイルダンパーの繰り返しによる性能変化は，時

刻歴応答解析による累積吸収エネルギーをもとに簡易法や精算法でオイルダンパーの温度上昇

を推定し，減衰係数の変化率を実験データと比較して検討されている 13)-15)。一方，鉛プラグ入

り積層ゴムや高減衰ゴム系積層ゴムは繰り返しに対する性能変化を詳細モデルで検討する方法

が提案されているが，オイルダンパーは繰り返し依存性を時刻歴応答解析において，時々刻々

と減衰係数を変動させて詳細に評価したものは，ほとんどない。 
以上のオイルダンパーの繰り返し依存性の特性評価に関する現状に鑑みて，本研究では，

OpenSees16)にオイルダンパーの繰り返し依存性を考慮した機能を新たに構築し，各免震部材の

繰り返しによる性能変化を考慮した時刻歴応答解析について検討を行うことで，その有効性を

示すとともに，オイルダンパーを採用する場合の詳細モデルによる検証法を提案する。 
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表 4.1 長周期地震動による免震部材の性能変化 11)12) 

免震部材 繰り返し依存性 

ア
イ
ソ
レ
ー
タ 

天然ゴム系積層ゴム 繰り返し依存性は小さい 

鉛プラグ入り積層ゴム 降伏荷重が低下する 

高減衰ゴム系積層ゴム 等価剛性，等価粘性減衰定数が低下する 

弾性すべり支承 
［低摩擦，高摩擦］ 

低摩擦の場合は，繰り返し依存性は小さい。

高摩擦の場合は，加振回数の増加に伴い摩擦

係数が低下する 

ダ
ン
パ
ー 

鉛ダンパー 降伏荷重が低下する 

鋼材ダンパー 降伏荷重が低下する 

オイルダンパー 

繰り返し依存性は小さいが，限界性能に近い

振幅での加振など，作動油の温度上昇が想定

される場合は，その影響を確認しておく必要

がある 

粘性ダンパー 
減衰力が低下する。また，オイルダンパーと

同様に，必要に応じ粘性体の温度上昇を考慮

する 

 

4.2 オイルダンパーの繰り返し依存性の概要 

長周期地震動に対するオイルダンパーの繰り返し依存性による性能変化は，以下に示す 2 つ

の実機の繰り返し試験を基に設定する。 
(1) オイルダンパーの長周期地震動に対する性能変化 13) 

オイルダンパーの長周期地震動に対する性能変化は，図 4.1 に示す最大減衰力 1000kN（C1：

2500kN・s/m，C2：169.5kN・s/m，限界変形±700mm）のバイリニア特性の試験体を用いて，表

4.2 の繰り返し加力試験によって検討している。また，繰り返しによる性能変化率は，温度変

化で 20℃に対する変化率を±10%以内，繰り返し加振変化で初期加振に対する変化率で±5%以

内を規格値とした。長時間繰り返し試験は，変位振幅±160mm，周期 1.0~2.0s の加振として，

変位振幅±80mm の基本特性試験を適宜入れ，性能変化を確認している。なお，試験機能力の制

限により連続加振不可のため，正弦波の間欠加振としている。 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.1 試験体形状と寸法 
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基本特性試験の結果一覧を表 4.3，4.4 に，図 4.2~4.4 に基本特性試験の減衰力―変位関係を，

図 4.5~4.7 に試験結果の一例を示す。長時間繰り返し試験の前後で実施した，基本特性試験の

加振条件①（1 次減衰領域）では，累積距離 82m，シール材の耐熱限界温度の上限である表面

温度 80℃のとき，20℃での性能に対して等価減衰係数で 3.6%，減衰力で 4.1％，吸収エネルギ

ーで 4.2%低下した。また，加振条件②，③（2 次減衰領域）では減衰力で 8.6%，吸収エネルギ

ーで 8.7％低下した。 
 
 

表 4.3 基本特性試験結果(加振条件①) 

累積 
距離 
(m) 

表面

温度 
(℃) 

加振条件① 
（1 次減衰領域） 

等価減衰係数 
(kN・s/m) 

圧縮減衰力 
(kN) 

伸側減衰力 
(kN) 

吸収エネルギー 
(kN・m) 

0 20 2472.7 510 502 126.9 

82 80 2382.9 
(0.964) 

489 
(0.959) 

483 
(0.962) 

121.6 
(0.958) 

設計規格値 2500 502.5 ― 
 

表 4.4 基本特性試験結果(加振条件②③) 

累積 
距離 
(m) 

表面 
温度 
(℃) 

加振条件② 
（2 次減衰領域） 

加振条件③ 
（2 次減衰領域） 

圧縮 
減衰力 
(kN) 

伸側 
減衰力 
(kN) 

吸収エネル

ギー 
(kN・m) 

圧縮 
減衰力 
(kN) 

伸側 
減衰力 
(kN) 

吸収エネル

ギー 
(kN・m) 

0 20 821 811 216.8 994 1023 261.8 

82 80 756 
(0.921) 

750 
(0.925) 

205.9 
(0.950) 

909 
(0.914) 

940 
(0.919) 

239.1 
(0.913) 

設計規格値 831 ― 916.1 ― 
 

 
 
 
 

表 4.2 試験条件 

 加振条件 周期(s) 振幅(±mm) 速度(m/s) 

基本特性 
試験 

①(C1 領域) 2.5 80 0.201 

②(C2 領域) 1.0 80 0.503 

③(C2 領域) 0.5 80 1.005 

長時間繰り 
返し試験 

④ 2.0 160 0.503 

⑤ 1.0 160 1.005 
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図 4.2 基本特性試験 減衰力－変位関係(加振条件①) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3 基本特性試験 減衰力－変位関係(加振条件②) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4 基本特性試験 減衰力－変位関係(加振条件③) 

加振条件① 

加振条件③ 

加振条件② 
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図 4.5 等価減衰係数と累積距離（加振条件①) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.6 圧側減衰力と累積距離（加振条件①)   
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図 4.7 圧側減衰力と累積距離（加振条件③) 

0

20

40

60

80

100

120

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

0 20 40 60 80

温
度

(℃
)

等
価

減
衰

係
数

(k
N
・

s/m
)

累積距離(m)

等価減衰係数と累積距離（0.4Hz×80mm）

等価減衰係数

±15%

表面温度

0

20

40

60

80

100

120

0

200

400

600

800

1000

1200

0 20 40 60 80

温
度

(℃
)

減
衰
力

(k
N

)

累積距離(m)

圧側減衰力と累積距離（2.0Hz×80mm）

圧側減衰力

±15%

表面温度

0

20

40

60

80

100

120

0

200

400

600

800

1000

1200

0 20 40 60 80

温
度

(℃
)

減
衰

力
(k

N
)

累積距離(m)

圧縮減衰力と累積距離（0.4Hz×80mm）

減衰力

±15%

表面温度



第 4 章 オイルダンパーの繰り返し依存性を考慮した免震建物の地震応答性状 
 

 

- 70 - 

(2) オイルダンパーの耐久性試験 14） 
オイルダンパーは，材料認定 16)にあたり，機種毎の耐久性能試験（加振回数 1000 回，累積

距離 320m）および温度依存性試験（-20℃～80℃）を実施しており，各温度による等価粘性減

衰係数を設定している。試験は表 4.5 に示す，リニア特性の 3 機種であり，加力試験条件は，

正弦波 1.0Hz，±80mm，0.5m/s である。BDS120 の試験前後の履歴特性を図 4.8 に，10℃毎の

温度性能変化を表 4.6，図 4.9 に示す。 
耐久性試験前後の等価粘性減衰係数の変化率は-2.3%であり，変化率規格値±5%以下となっ

ている。また，温度性能変化も最大 5.6％であり，変化率規格値±10%以内となっている。 
 

表 4.5 試験体と仕様 

No. 機  種 最大減衰力 
(kN) 

限界速度 
(m/s) 

等価粘性減衰係数 
(kN・s/m) 

1 BDS1201400-L-4 625 1.25 500 

2 BDS1001400-L-4 375 1.25 300 

3 BDS901100-L-1 500 1.25 400 

 
 

 
BDS1201400-L-4 
 
 
 
 
 
BDS1001400-L-4 
 
 
 
 
 
BDS901100-L-1 
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試験前の等価粘性

減衰係数(kN・s/m) 
試験後の等価粘性

減衰係数(kN・s/m) 
性能変化率 

(%) 

491 483 -2.3 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.8 試験前後の減衰性能変化(BDS120) 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.9 等価減衰係数と温度の関係(BDS120) 

表 4.6 温度性能変化(BDS120) 

温度(℃) 等価粘性減衰係数(kN・s/m） 変化率(%) 
-20 523 5.6 
-10 509 2.7 
0 503 1.6 

10 500 0.8 
20 496 0.0 
30 493 -0.6 
40 491 -0.9 
50 489 -1.4 
60 486 -1.9 
70 485 -2.1 
80 484 -2.4 
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(3) 繰り返し依存性の特性設定 
温度上昇に伴う等価粘性減衰定数の変化率として下記の特性①および②を設定し，後述する

時刻歴応答解析で使用する。 
・ 特性①：BDS120 の実験結果を用いて，-20℃から 80℃までの温度に対し表 4.6 の変化率を

適用する。 
・ 特性②：-20℃で+10%，80℃で-10%となる変化率を適用する。 
 提案している多段速度依存型可変減衰オイルダンパーは BDS120 シリーズと同じ機種である。

しかし，特性①を同定したサンプル数が少なくリニア特性であること，また，バイリニア特性

の繰り返し試験との変化率が僅かに異なることを考慮して特性②を設定した。これら 2 種類の

変化率と，表 4.5 の 3 機種の実験結果を比較して図 4.10 に示す。特性②は，どの機種のオイル

ダンパーでも包絡できる安全側の設定範囲となる。 
 

 
 
 

 
 

  

 

 

 

 

 

 

  

図 4.10 等価減衰係数の変化率と温度の関係 

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4
6

8

10

-20 0 20 40 60 80

減
衰

係
数

の
変

化
率

（
％

）

温度（℃）

BDS90
BDS100
特性①（実験）BDS120
特性②（規格）



第 4 章 オイルダンパーの繰り返し依存性を考慮した免震建物の地震応答性状 
 

 

- 73 - 

4.3 オイルダンパーの繰り返し依存性の解析手法 

(1) 解析手法 
オイルダンパーは，前節の実験結果のように，繰り返しの影響により，オイルの温度が上昇

することで減衰係数に変化が生じる。これは，入力エネルギーを熱エネルギーによって消散さ

せるためである。従来のオイルダンパーの温度上昇の推定法は，放熱を考慮する精算法と放熱

を考慮しない簡易法がある。 

ここで，オイルダンパーの減衰力を Fd[kN]，入力速度を [ ̇[m/s]とすると，時刻 τ[s]に沿った

積分により，累積吸収エネルギーEall[kN・m]( = [kJ] ) は(4.1)式となる。 
 
 

  dxFE dall                           (4.1) 

 
 

また，累積吸収エネルギーEall がすべて熱エネルギーに変換されるものとすると，発熱量

Q[kJ/s]との関係は(4.2)式となる。 
 

  dQE all                             (4.2) 

 
オイルダンパーの熱容量 C[kJ/°C ]は，式(4.3)で表すことができる。 
 

  OOOSSS CVCVC                          (4.3) 

 
ここで，鉄鋼部品と作動油に分類したそれぞれの体積を Vs および Vo[m3], 密度を ρs および ρo 

[kg/m3], 比熱を Cs および Co [kJ/(kg∙°C)]とする。これらを用いて，オイルダンパーの温度 t [°C]
は，精算法と簡易法で以下のように計算できる。 

 
【精算法（放熱を考慮）】 

オイルダンパーの温度 t の時刻歴変化は，式(4.1)～(4.3)を用いて式(4.4) の微分方程式を逐次

数値積分することで得られる。 
 

                                 (4.4) 
                   

ここに，t0 ：初期温度[°C]， ta：周囲温度[°C], U：熱伝達係数[kJ/(m2・s∙ °C)]， F：表面

積[m2]である。 
 

ｔ𝑖+1＝𝑡0＋∫(𝑄𝑑𝜏 − 𝑈(𝑡𝑖 − 𝑡𝑎)Fdτ)/C   
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【簡易法（放熱を無視）】 
オイルダンパーの温度 t は式(4.5)となる。 

 
     t＝to+Eall／C                         (4.5) 
 

オイルダンパーの温度 t は，精算法の(4.4)式で温度上昇の時刻歴が得られることから，時刻

歴応答解析の最終結果としてオイルダンパーの最大温度上昇をとらえることはできるが，応答

解析での温度による減衰力特性の変化は，考慮されていない。 
温度上昇による等価粘性減衰係数の変化率は機種ごとに実験データから求められていること

から，この変化率から時刻歴応答解析において時々刻々と温度に応じて，等価粘性減衰係数を

変化させることで繰り返し依存性を考慮する。解析フローを図 4.11 に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.11 解析フロー 
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(1 ステップ) 
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エネルギー量を計算 

初期温度・特性設定 

オイルダンパーの減衰係

数の低下率を設定 
オイルダンパーの温度

上昇を計算 

END 
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(2) 免震用オイルダンパーの温度上昇実大試験との比較 
実大免震用オイルダンパーを使用した繰返し加振による温度上昇試験結果を用いて，本解析

手法の妥当性を検証する。 
 
1) 試験体および試験方法 
 試験体は，以下に示す最大減衰力 1000kN の実機免震用オイルダンパーを用いて，表 4.7 の加

振条件で実施している。 
 
【試験体】 

  形式：BDS1201400-B1 
   最大減衰力  ：1,000kN    ストローク  ：±700mm 
   1 次減衰係数：2500kN・s/m  2 次減衰係数：169.5kN・s/m 
   リリーフ速度：0.32m/s 
 

表 4.7 加振条件 
加振条件 振動数(Hz) 振幅(±mm) 速度(m/s) 備考 

① 0.4 80 0.201 1 次減衰域特性計測用 
② 1.0 80 0.503 2 次減衰域特性計測用 
③ 2.0 80 1.005 2 次減衰域特性計測用 
④ 0.5 160 0.503 温度上昇用 
⑤ 1.0 160 1.005 温度上昇用 

 
2) 試験結果と解析結果の比較 

精算法による温度上昇シミュレーションに使用したパラメータを表 4.8 に，解析結果と温度

上昇試験結果の比較を図 4.12 に示す。 
免震用実大オイルダンパーを使用した温度上昇試験結果に対してシミュレーション結果は良

い一致を示していることから，本解析手法の妥当性が確認できる。 
 

表 4.8 シミュレーションに使用したパラメータ 

鉄鋼部品 

体積 Vs 0.1227 [m3] 
密度 ρs 7850 [kg/m3] 
比熱 Cs 0.465 [kJ/kg・℃] 

表面積 F 3.158 [m2] 

作動油 
体積 Vo 0.154 [m3] 
密度 ρo 892 [kg/m3] 
比熱 Co 1.821 [kJ/kg・℃] 

温度 

初期温

度 
to 20 [℃] 

周囲温

度 
ta 13 [℃] 

熱伝達係数  U  17.6 ([kJ/(h･m2･℃)]) 
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図 4.12 シミュレーション結果と試験結果の比較 13) 
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4.4 時刻歴応答解析による検討 

大振幅地震動に対する多段速度依存型可変減衰オイルダンパーの繰り返し依存性を考慮した

場合における免震性能を検証するために，3.3 節で検討した 15 階建て試設計免震建物を用いた

地震応答解析を行う。 
(1) 検討建物 

検討対象建物は，15 階建て RC 造の基礎免震構造 17)とし，免震部材（支承材）は高減衰ゴム

系積層ゴム(G6)18）または鉛プラグ入り積層ゴムとする。また，オイルダンパーは，多段速度依

存型可変減衰オイルダンパーを採用する。 
建物総重量は 123,186kN，等価固有周期は，高減衰ゴム系積層ゴムで，4.09s（40cm 変形時），

免震層の降伏せん断力係数は 0.03，鉛プラグ入り積層ゴムの場合で，それぞれ，3.93s（40cm
変形時），0.037 である。図 4.13 に検討建物概要を示す。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 4.13 検討建物 (RC 15/0) 
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(2) 入力地震動 
検討用地震波としては，長周期地震動として，南海トラフ沿い巨大地震 19),20)を想定した大阪

地区と中部地区の 4 波(OS1，CH1，OSKH02，AIC003)を，内陸直下型地震は，上町断層

（UMTA4B2EW1）21)と熊本地震における K-NET 一宮 EW（2016/4/16：KMM004EW）22)の 2 波

の合計 6 波とする。地震波一覧を表 4.9 に，擬似速度応答スペクトルおよびエネルギースペク

トルを図 4.14，図 4.15 に示す。 
 

表 4.9  地震波一覧 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.14 擬似速度応答スペクトル (h=0.05) 
 
 
 
 

地震波 略称 最大加速度 
（cm/s2） 

最大速度 
（cm/s） 

継続時間 
（s） 

南海トラフ(OS1) 南海（OS1） 263.0 45.9 655.3 
南海トラフ(CH1) 南海（CH1） 265.0 59.4 655.3 
南海トラフ 4 連動

（OSKH02） 南海（OSKH02） 133.0 58.0 640.0 

南海トラフ 4 連動

（AIC003） 南海（AIC003） 545.4 68.6 640.0 

上町断層

（UMTA4B2EW1） 上町（A4B2） 387.0 97.4 41.0 

2016 熊本地震 
（KMM004EW） 熊本（KMM） 346.7 80.5 300.0 
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図 4.15 エネルギースペクトル (h=0.10) 
 

(3) 解析モデルおよび検討ケース 
1) 解析モデル 

解析モデルは 1 柱列多質点系モデルとし，上部構造は線形とする。また，高減衰ゴム系積層

ゴムと鉛プラグ入り積層ゴムは，それぞれ変位履歴積分モデル 23)と Kikuchi-Aiken24)モデルに

熱・力学的連成挙動 25),26)を考慮した解析モデルを適用する。また，上部構造の減衰は，免震層

固定時に対して，1 次モードで減衰定数 2%の瞬間剛性比例型とする。なお，地震応答解析の方

向は，建物長辺方向（X 方向）とした。 
a) 高減衰ゴム系積層ゴムの解析モデル 

高減衰ゴム系積層ゴムの復元力モデルは，変形履歴型積分則を用いて，G6 の材料パラメータ

を採用している。熱伝導解析では，積層ゴムを分割した各セルでの熱エネルギーの移動を考慮

しゴム部の体積平均温度を決定する。モデルは，2 次元軸対称モデルとし，高さ方向の上半分

を解析対象とする。熱・力学的連成連成解析のフローチャートを図 4.16 に，高減衰ゴム系積層

ゴムの解析モデルを図 4.17 に示す。また，Geq，heq，u の温度による変化は，修正バイリニア

では，図 4.18 で定義されるが，変位履歴積分モデルでは，図 4.19 に示す FTe（弾性成分の変

化率）と FTp（履歴成分の変化率)で表している。 
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図 4.16 熱・力学的連成連成解析のフローチャート 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.17 高減衰ゴム系積層ゴムの解析モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.18 高減衰ゴム系積層ゴムの特性変化（修正バイリニア_G6） 
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図 4.19 高減衰ゴム系積層ゴムの特性変化（変位履歴積分モデル_G6） 
 

b) 鉛プラグ入り積層ゴムの解析モデル 
鉛プラグ入り積層ゴムの復元力モデルは，Kikuchi-Aiken モデルに熱・力学的連成挙動を考慮

した解析モデルを採用している。履歴吸収エネルギーが鉛部分の熱エネルギーに変換されるこ

とから，鉛プラグ部が温度上昇を受けた場合の特性変化を（4.6）式の鉛温度～鉛降伏応力関係

として鉛温度に応じて鉛降伏応力を低下させる。図 4.20 に提案式の鉛温度~降伏応力の関係を

示す。また，鉛プラグ入り積層ゴムの解析モデルを図 4.21 に示す。なお，解析フローは図 4.16
と同様である。 

 
 
                                     （4.6） 
 

τ0=15.0（N/mm2），TL=327.5（℃） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.20 鉛温度~降伏応力関係 
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図 4.21 鉛プラグ入り積層ゴムの解析モデル 
 

c) オイルダンパーの解析モデル 
オイルダンパーは，図 4.22 に示す多段速度依存型可変減衰オイルダンパーの F-V 特性とし，

装置剛性を考慮した Maxwell 型モデルとする。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.22 多段速度依存型可変減衰オイルダンパーの減衰力特性 
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2) 検討ケース 
検討は表 4.10 に示す 10 ケースについて実施した。CASE-1~4 は，オイルダンパーが無い場合

の高減衰ゴム系積層ゴム，鉛プラグ入り積層ゴムを単体で用いた免震構造であり，支承材の繰

り返し依存性の有無（熱考慮・熱非考慮）を確認する。CASE5，6 は，繰り返し依存性を考慮

しない，高減衰ゴム系積層ゴムと提案している可変減衰オイルダンパー，鉛プラグ入り積層ゴ

ムと可変減衰オイルダンパーをそれぞれ採用したケースである。これに対して，CASE-7~10 は，

各積層ゴム支承の繰り返し依存性と可変減衰オイルダンパーの繰り返し依存性を考慮した検討

ケースであり，4.2 節(3)および図 4.10 で設定した，2 種類の温度と等価粘性減衰係数の変化率

（特性①または②）について比較検討を行った。 
 
 

表 4.10 検討ケース一覧 

 略称 免震部材 繰返し依存性の有無 

CASE-1 HDR 熱非考慮 HDR（14 基） 無 

CASE-2 LRB 熱非考慮 LRB（14 基） 無 

CASE-3 HDR 熱考慮 HDR（14 基） 有 

CASE-4 LRB 熱考慮 LRB（14 基） 有 

CASE-5 HDR+OD 熱非考慮 HDR（14 基）+OD（10 基）※ 無 

CASE-6 LRB+OD 熱非考慮 LRB（14 基）+OD（10 基）※ 無 

CASE-7 HDR+OD 熱考慮① HDR（14 基）+OD（10 基）※ 有（特性①） 

CASE-8 LRB+OD 熱考慮① LRB（14 基）+OD（10 基）※ 有（特性①） 

CASE-9 HDR+OD 熱考慮② HDR（14 基）+OD（10 基）※ 有（特性②） 

CASE-10 LRB+OD 熱考慮② LRB（14 基）+OD（10 基）※ 有（特性②） 

HDR：高減衰ゴム系積層ゴム（G6）  

LRB：鉛プラグ入り積層ゴム(G4) 

OD：多段速度依存型可変減衰オイルダンパー 
※オイルダンパーは，長辺方向（X 方向）の基数 

 
(4) 解析結果 
1) 繰り返し依存性による影響 

各入力地震動に対する免震層の最大応答変位，最大応答速度，１階の最大応答層せん断力，

上部構造の最大応答加速度を図 4.23，24 に示す。また，CASE-1～8 の最大応答分布図および免

震部材の履歴特性を図 4.25～図 4.58 に示す。なお，CASE-2，4 のオイルダンパーが無い鉛プラ

グ入り積層ゴムの内陸直下型地震は，応答変位が限界歪γ=400%歪を大きく超える（1m 程度）

ことから除外している。 
鉛プラグ入り積層ゴムの降伏荷重(Qd)の低下率を図 4.59 に，オイルダンパーの温度変化と累

積吸収エネルギー量を図 4.60，4.61 に示す。 
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オイルダンパーが無い場合の応答は，高減衰ゴム系積層ゴムでは，免震層の変位は内陸直下

型地震の上町（A4B2）で最大 79.7cm であり，限界変形 80cm（γ=400%）を超えていないが，

繰り返し依存性を考慮した場合は，84.9cm に増加し，限界変形を上回る。また，熊本（KMM）

では，それぞれ 86.5cm（熱非考慮），91.8cm（熱考慮）であり，双方とも限界変形を上回る。

これに，可変減衰オイルダンパーを付加した場合は，55~61cm 程度になり，24%変位を低減で

きる。 
オイルダンパーが無い，鉛プラグ入り積層ゴムの場合は，高減衰ゴム系積層ゴムより，より

顕著な傾向が表れており，内陸直下型地震の 2 波とも 1m 程度の変位となり，解析の適用限界

をはるかに超えており，計算除外している。これに可変減衰オイルダンパーを付加した場合は，

60~65cm 程度に低減できる。 
次に，可変減衰オイルダンパーを付加した CASE-5~8では，南海トラフ沿い地震の南海（OS1），

南海（CH1），南海（OSKH02）は，オイルダンパーの変位抑制効果により，免震層の応答変

位が 30cm 以下となっている。 
鉛プラグ入り積層ゴムの CASE-6，8 において南海（OS1），南海（CH1）で 7～15％程度，

免震層変位が増加し，上部構造の応答も僅かに変化しているが，オイルダンパーの温度上昇は

2.5～4.9℃であり，等価粘性減衰係数の変化率もほとんど生じていない。また，各積層ゴムの

履歴減衰の低下をオイルダンパーが補うためオイルダンパーの応答速度は低速領域で上昇し，

履歴ループは楕円形状に大きくなる。これに対して，累積吸収エネルギー量が最も大きい南海

トラフ沿い地震の南海（AIC003）では，免震層の変位で 12％程度の最大応答値の差が現れてい

るが，上部構造の応答の差はほとんどない。 
なお，加速度応答分布図において，南海（OSKH02）の南海トラフ地震については，大阪湾

沿岸部の此花の 6 秒付近に卓越周期がある長周期地震動であることから，加速度入力レベルは

小さいが，免震効果は他の地震動より発揮しにくい。 
各積層ゴム支承の履歴ループを比較すると鉛プラグ入り積層ゴムの方が，高減衰ゴム系積層

ゴムより，温度により降伏荷重が 60％程度，低下するため形状変化が僅かに大きい。また，オ

イルダンパーの履歴ループも南海（OS1）同様に, 鉛プラグ入り積層ゴムの履歴減衰の低下に

伴い，中速領域で上下に拡張する。 
最大応答変位と上部構造の応答は，内陸直下型地震（上町 A4B2 ）が最も大きいが，パルス

性の地震波で短時間に温度上昇するものの継続時間が短いことから地震後の温度上昇が 3.5℃
と小さいため，繰り返し依存性の有無による応答の差はほとんどない。 
オイルダンパーの性能変化は，累積吸収エネルギー量（温度上昇）に依存する。今回の検討ケ

ースにおいては，南海（AIC003）の累積吸収エネルギー量が最も大きい。 
南海（AIC003）のオイルダンパーの温度上昇は 9.14℃（表面温度 29.14℃）であることから

減衰係数の変化率は 0.6%（0.994）と小さく，オイルダンパーの減衰力特性の変化は小さい。

このため，図 4.59 に示す鉛プラグ入り積層ゴムの降伏荷重の低下に伴う，エネルギー吸収量の

低下をオイルダンパーが高速領域で効果的に吸収し，応答を抑制しているといえる。また，シ

ール材の耐熱限界温度 80℃以下を十分下回っていることから，オイルダンパーの温度上昇によ

る機能上の問題はない。なお，鉛プラグ入り積層ゴムの設計基準値の Qd は，基本特性試験γ

=100%時の 3 サイクル目の履歴ループから設定していることから，初期の Qd は設計基準値 Qd
より大きい。また，鉛の温度依存設計式も繰り返し加振試験で得られた特性から評価している。  
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このように，オイルダンパーの繰り返し依存性による影響は，本提案による解析法を用いて，

非常に小さいことが確認された。 
本章では，設計領域の地震動に対して，免震効果を発揮する一般的に採用されている免震部

材（ここでは，高減衰ゴム系積層ゴムや鉛プラグ入り積層ゴム）に，大振幅地震動対策として

多段速度依存型可変減衰オイルダンパーを追加して検討をしているが，各地震波において，オ

イルダンパーが吸収するエネルギー量から計算した温度上昇は，最大でも 29.14℃であること

から，減衰力特性の性能変化は小さい。 
すなわち，検討した地震波と免震システムとオイルダンパーの減衰係数の変化率での限定し

た組み合わせの解析結果ではあるものの，表 4.9 を上回る極端な地震（大振幅が連続，長周期

パルス等）でなければ，耐熱限界温度 80℃以下に抑えることで，免震用オイルダンパーの温度

上昇が応答に与える影響は，比較的小さいと考えられる。 
したがって，繰り返し依存性がある支承材に多段速度依存型可変減衰オイルダンパーを併用

することで，大振幅地震動に対しても有効に作用し，広範囲の速度領域において，免震性能を

確保することが可能である。 
2) 温度上昇の評価法による比較 

オイルダンパーの温度上昇シミュレーション解析は，詳細法と簡易法があり，本提案の解析

手法は詳細法に基づいている。 
本提案法と放熱を考慮しない場合の温度上昇（4.5）式の簡易法による温度上昇を比較すると，

図 4.60 に示す CASE-8（LRB+OD 考慮①）のオイルダンパーの温度上昇（精算法）9.14℃（表

面温度 29.14℃：AIC003）に対して，簡易法では 9.24℃（表面温度 29.24℃）となり，双方に大

きな差は見られないことから, 簡易法でも地震応答におけるオイルダンパーの温度上昇の概略

推定は可能である。 
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図 4.23(1) 最大応答（CASE-1・3・5・7・9：HDR・HDR+OD） 
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図 4.23(2) 最大応答（CASE-1・3・5・7・9：HDR・HDR+OD） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.24(1) 最大応答（CASE-2・4・6・8・10：LRB・LRB+OD） 
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図 4.24(2) 最大応答（CASE-2・4・6・8・10：LRB・LRB+OD） 
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図 4.25 最大応答分布図（CASE-1・3・5・7：南海 OS1） 
 
 
 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

Fl
oo

r

Velocity (m/s)

HDR非考慮（OS1）

HDR+OD熱非考慮(OS1）

HDR熱考慮（OS1）

HDR+OD熱考慮(OS1）

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

0 1 2 3 4

Fl
oo

r

Acceleration (m/s2)

HDR非考慮（OS1）

HDR+OD熱非考慮(OS1）

HDR熱考慮（OS1）

HDR+OD熱考慮(OS1）

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

0 0.2 0.4 0.6 0.8

Fl
oo

r

Displacement  (m)

HDR非考慮

（OS1）
HDR+OD熱非考

慮(OS1）
HDR+OD熱考慮

(OS1）
HDR熱考慮

（OS1）

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

0 5000 10000 15000 20000

Fl
oo

r

Shear force (kN)

HDR非考慮（OS1）

HDR+OD熱非考慮(OS1）

HDR熱考慮（OS1）

HDR+OD熱考慮(OS1）



第 4 章 オイルダンパーの繰り返し依存性を考慮した免震建物の地震応答性状 
 

 

- 90 - 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.26 積層ゴムの荷重－変位関係(CASE-1・3：南海 OS1_HDR) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.27 積層ゴムとオイルダンパーの荷重－変位関係(CASE-5・7：南海 OS1_HDR+OD) 
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図 4.28 最大応答分布図（CASE-1・3・5・7：南海 CH1） 
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図 4.29 積層ゴムの荷重－変位関係(CASE-1・3：南海 CH1_HDR) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.30 積層ゴムとオイルダンパーの荷重－変位関係(CASE-5・7：南海 CH1_HDR+OD) 
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図 4.31 最大応答分布図（CASE-1・3・5・7：南海 OSKH02） 
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図 4.32 積層ゴムの荷重－変位関係(CASE-1・3：南海 OSKH02_HDR) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.33 積層ゴムとオイルダンパーの荷重－変位関係(CASE-5・7：南海 OSKH02_HDR+OD) 

 

-5000
-4000
-3000
-2000
-1000

0
1000
2000
3000
4000
5000

-0.6 -0.4 -0.2 0 0.2 0.4 0.6

D
am

pi
ng

 fo
rc

e(
kN

)

Displacement(m)

OD(南海OSKH02）

熱非考慮(CASE-5)
熱考慮(CASE-7)

-20000

-15000

-10000

-5000

0

5000

10000

15000

20000

-0.6 -0.4 -0.2 0 0.2 0.4 0.6

Sh
ea

r f
or

ce
(k

N
)

Displacement(m)

HDR(南海OSKH02）

熱非考慮(CASE-5)
熱考慮(CASE-7)

-20000

-15000

-10000

-5000

0

5000

10000

15000

20000

-0.6 -0.4 -0.2 0 0.2 0.4 0.6

Sh
ea

r f
or

ce
(k

N
)

Displacement(m)

HDR(南海OSKH02）

熱非考慮(CASE-1)
熱考慮(CASE-3)



第 4 章 オイルダンパーの繰り返し依存性を考慮した免震建物の地震応答性状 
 

 

- 95 - 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.34 最大応答分布図（CASE-1・3・5・7：南海 AIC003） 
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図 4.35 積層ゴムの荷重－変位関係(CASE-1・3：南海 AIC003_HDR) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.36 積層ゴムとオイルダンパーの荷重－変位関係(CASE-5・7：南海 AIC003_HDR+OD) 
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図 4.37 最大応答分布図（CASE-1・3・5・7：上町 A4B2） 
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図 4.38 積層ゴムの荷重－変位関係(CASE-1・3：上町 A4B2_HDR) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.39 積層ゴムとオイルダンパーの荷重－変位関係(CASE-5・7：上町 A4B2_HDR+OD) 
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図 4.40 最大応答分布図（CASE-1・3・5・7：熊本 KMM） 
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図 4.41 積層ゴムの荷重－変位関係(CASE-1・3：熊本 KMM_HDR) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.42 積層ゴムとオイルダンパーの荷重－変位関係(CASE-5・7：熊本 KMM_HDR+OD) 
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図 4.43 最大応答分布図（CASE-2・4・6・8：南海 OS1） 
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図 4.44 積層ゴムの荷重－変位関係(CASE-2・4：南海 OS1_LRB) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.45 積層ゴムとオイルダンパーの荷重－変位関係(CASE-6・8：南海 OS1_LRB+OD) 
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図 4.46 最大応答分布図（CASE-2・4・6・8：南海 CH1） 
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図 4.47 積層ゴムの荷重－変位関係(CASE-2・4：南海 CH1_LRB) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.48 積層ゴムとオイルダンパーの荷重－変位関係(CASE-6・8：南海 CH1_LRB+OD) 
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図 4.49 最大応答分布図（CASE-2・4・6・8：南海 OSKH02） 
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図 4.50 積層ゴムの荷重－変位関係(CASE-2・4：南海 OSKH02_LRB) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.51 積層ゴムとオイルダンパーの荷重－変位関係(CASE-6・8：南海 OSKH02_LRB+OD) 
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図 4.52 最大応答分布図（CASE-2・4・6・8：南海 AIC003） 
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図 4.53 積層ゴムの荷重－変位関係(CASE-2・4：南海 AIC003_LRB) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.54 積層ゴムとオイルダンパーの荷重－変位関係(CASE-6・8：南海 AIC003_LRB+OD) 
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図 4.55 最大応答分布図（CASE-2・4・6・8：上町 A4B2） 
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図 4.56 積層ゴムとオイルダンパーの荷重－変位関係(CASE-6・8：上町 A4B2_LRB+OD) 
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図 4.57 最大応答分布図（CASE-2・4・6・8：熊本 KMM） 
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図 4.58 積層ゴムとオイルダンパーの荷重－変位関係(CASE-6・8：熊本 KMM_LRB+OD) 
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図 4.59 降伏荷重 (Qd)の低下率 (CASE-8：LRB+OD 考慮➀，南海 AIC003) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.60 オイルダンパーの温度変化(CASE-8：LRB+OD 考慮➀，南海 AIC003) 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.61 免震部材の累積吸収エネルギー量 
(CASE-6：LRB+OD 非考慮，CASE-8：LRB+OD 考慮➀，南海 AIC003) 
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3) 性能変化率による影響 
オイルダンパーの温度と減衰係数の変化率を-20℃，80℃で最大±10%と変化させた特性②を

採用した場合（CASE-10）の最大応答分布図（加速度・変位）を特性①（CASE-8）と併せて図

4.62~4.67 に示す。また，オイルダンパーの等価粘性減衰係数の変化率を図 4.68 に示す。最大

応答分布は，ほぼ一致しており，特性①と特性②での差は現れていない。 
オイルダンパーの温度上昇は，9.14℃に対して 9.12℃であり，等価粘性減衰係数の変化率は，

特性①で 0.6%（0.994）に対して特性②でも 1.53%（0.985）と小さい。 
したがって，規格値±10％まで考慮した特性を用いても，温度変化が小さければその影響は

極めて小さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.62 最大応答分布図（CASE-8・10：南海 OS1） 
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図 4.63 最大応答分布図（CASE-8・10：南海 CH1） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.64 最大応答分布図（CASE-8・10：南海 OSKH02） 
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図 4.65 最大応答分布図（CASE-8・10：南海 AIC003） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.66 最大応答分布図（CASE-8・10：上町 A4B2） 
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図 4.67 最大応答分布図（CASE-8・10：熊本 KMM ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.68 等価粘性減衰係数の変化率の時刻歴波形 
（CASE-8：LRB+OD 考慮➀，CASE-10：LRB+OD 考慮②) 
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4) 温度上昇による積層ゴムの特性変化 
南海トラフ AIC003 における高減衰ゴム系積層ゴムと鉛プラグ入り積層ゴムの多段速度依存

型可変減衰オイルダンパーの有無による特性変化について以下に示す。 
図 4.69，4.70 に高減衰ゴム系積層ゴムのオイルダンパーがない場合（CASE-3）とオイルダン

パーがある場合（CASE-9）の温度分布図を示す。また，高減衰ゴム系積層ゴムの体積平均温度

の変化を図 4.71 に，温度による弾性成分（Fte）と履歴成分（Ftp）の低下率を図 4.72，4.73 に，

履歴特性を図 4.74 に示す。 
高減衰ゴム系積層ゴムは，オイルダンパーがない場合では，継続時間終了時まで温度上昇が

進み中央部で約 29℃となる。また，オイルダンパーがある場合では，中央部は 26℃程度に低減

される。いずれも，上部や外周部に放熱が反映しており，被覆ゴムでは熱伝導率の関係で温度

は，ほとんど上昇せず，20℃程度となっている。 
高減衰ゴム系積層ゴムは，体積平均温度の変化が比較的小さいことから，温度による弾性成

分の低下率はオイルダンパーが無い場合（CASE-3）で 0.95，オイルダンパーがある場合

（CASE-9）で 0.96 であり，履歴成分の低下率は各々0.89，0.93 となっている。履歴特性におい

てもオイルダンパーにより変位は抑制されているが、同歪での履歴ループの差は小さい。 
図 4.75，4.76 に鉛プラグ入り積層ゴムのオイルダンパーがない場合（CASE-4）とオイルダン

パーがある場合（CASE-10）の温度分布図を示す。また，図 4.77 に鉛プラグ入り積層ゴムのプ

ラグ部分の体積平均温度（体積平均応力度から逆算した温度）の変化を，図 4.78 に Qd の低下

率を，図 4.79 に履歴特性を示す。 
鉛プラグ入り積層ゴムは，オイルダンパーがない場合では，250s 付近でプラグ部の温度上昇

が最大中央部で約 290℃となり，オイルダンパーがある場合は，220℃程度に低下する。一方，

積層ゴム部分の温度上昇は，鉛プラグ部付近は 100℃程度であるが外周に移行するほど温度上

昇は小さい。 
鉛プラグ入り積層ゴムは，プラグ部の体積平均温度の変化が大きく，降伏荷重 Qd の変化率

は，オイルダンパーが無い場合で，40%程度に，オイルダンパーある場合は 60%程度となり，

オイルダンパーの変位抑制によりプラグ部の温度上昇に伴う低下率が抑えられている。同様に

履歴ループにおいても差が生じている。 
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図 4.69 高減衰ゴム系積層ゴムの温度分布図(CASE-3：南海 AIC003 HDR) 
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250 秒時                    650 秒時 
 
 
 

図 4.70 高減衰ゴム系積層ゴムの温度分布図(CASE-9：南海 AIC003 HDR+OD) 
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図 4.71 高減衰ゴム系積層ゴムの体積平均温度の変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.72 高減衰ゴム系積層ゴムの弾性成分（Fte）の温度依存性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.73 高減衰ゴム系積層ゴムの履歴成分（Ftp）の温度依存性 
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図 4.74 高減衰ゴム系積層ゴムの履歴特性 
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図 4.75 鉛プラグ入り積層ゴムの温度分布図(CASE-4：南海 AIC003 LRB) 
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図 4.76 鉛プラグ入り積層ゴムの温度分布図(CASE-10：南海 AIC003 LRB+OD) 
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図 4.77 鉛プラグ入り積層ゴムのプラグ部体積平均温度の変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.78 鉛プラグ入り積層ゴムの降伏荷重（Qd）の低下率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.79 鉛プラグ入り積層ゴムの履歴特性 
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4.5 まとめ 

本章では，オイルダンパーの温度上昇に伴う減衰係数の変化（繰り返し依存性）を考慮した

新たな解析法を考案し，解析プログラム OpenSees を用いて，大振幅地震動における時刻歴応答

解析による解析検討を行った。以下に示す検討結果より，免震部材の繰り返し依存性を考慮し

た場合において，多段速度依存型可変減衰オイルダンパーが有効に作用すると結論付ける。 
 
(1) オイルダンパーの繰り返し依存性による性能変化は，実機による加力試験より機種毎の減

衰係数の変化率を設定している。繰り返しによる性能変化率は，温度変化で 20℃に対する

変化率を±10%以内，繰り返し加振変化で初期加振に対する変化率で±5%以内を規格値とし

ており，多段速度依存型可変減衰オイルダンパーと同機種の BDS120 では温度性能変化に

おける変化率は 5.6~-2.4%とした。また，実験のサンプル数や減衰力特性を考慮し，-20℃，

80℃で規格値±10%としたタイプの特性も設定した。 
(2) 精算法による温度上昇の推定法を利用し，温度上昇による等価粘性減衰係数の変化率から

時刻歴応答解析において時々刻々と温度に応じて，減衰係数を変化させることで，繰り返

し依存性を考慮する方法を提案した。 
(3) 15 階建て RC 造の基礎免震構造における時刻歴応答解析による繰り返し依存性による比較

検討を行った結果，オイルダンパーの繰り返し依存性が免震性能に与える影響は，非常に

小さいことが確認された。 
(4) 本章では，一般的に採用している免震システムに多段速度依存型可変減衰オイルダンパー

を追加した限定的な解析結果ではあるものの，耐熱限界温度 80℃以下に抑えることで，免

震用オイルダンパーの温度上昇が応答に与える影響は，比較的小さいと考えられる。よっ

て，繰り返し依存性がある支承材に多段速度依存型可変減衰オイルダンパーを追加設置す

ることで，大振幅地震動に対しても，有効に作用し，設計領域では従来の免震効果を確保

しつつ，大振幅地震動の領域で変位を抑制することにより擁壁衝突を回避する目標性能を

確保することが可能である。 
(5) 提案する解析法は，免震・制振用オイルダンパーに共通するもので，オイルダンパーを用

いた様々な免震・制振システムに適応できる。また，限界性能に近い応答であっても，よ

り精度の高い応答推定が可能である。 
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第 5 章 断層近傍の長周期パルス地震動に対する多段速度依存型可変減衰オイルダンパー 

の適用 

 

5.1 概要 

設計領域を超えるような大振幅地震動に対する免震構造の応答変位抑制法について，筆者は 
，擁壁の衝突を回避し，かつ，設計領域では，従来の免震効果を確保し，大振幅地震動の領域

で変位を抑制することが可能な多段速度依存型可変減衰オイルダンパーを提案している。 
本オイルダンパーは，ほとんどの大振幅地震動に適用可能であるが，それをはるかに超える

想定最大級の地震では，他の免震部材も同様であるが対応できない。 
一方，2016 年の熊本地震では，震源近傍で長周期成分が卓越するパルス状の強い地震動（以

下，長周期パルス）が観測されている。これらは，免震構造にとっても，非常に厳しい地震動

となっており，応答変位や応答速度は，現在の免震部材の限界性能を超えるものとなる。 
本章では，その解決策として，多段速度依存型可変減衰オイルダンパーと摩擦ダンパーを組

み合わせた複合ダンパーを適用した新たな免震システムを提案し，基本特性試験と時刻歴応答

解析による検証結果について論ずる。 
 
5.2 複合ダンパーの設計  

免震用オイルダンパーの限界速度は，100～150cm/s であり，バルブの設計・製作の制約で，

200cm/s を超えるものは現在，製品化されていない。一方，長周期パルスを想定した場合の免

震構造の応答速度は 200cm/s を超える場合がある。ストッパーや擁壁に衝突させる設計もその

対策の１つであるが，ここでは，免震効果を大速度・大振幅領域でも確保できるダンパーとし

て，多段速度依存型可変減衰オイルダンパーと摩擦ダンパーを直列に設置し，設定速度を超え

ると摩擦ダンパーにパッシブで切り替わるシステムを提案する。図 5.1 に複合ダンパー概念図

を示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1 複合ダンパー概念図 
 

 

複合ダンパーは，多段速度依存型可変減衰オイルダンパーと摩擦ダンパーを中央ポストと摩

擦力が小さいリニアガイドを介して，接合しており，各ダンパーは両端のブラケットにピンを

差し込む形式で，交換も容易である。 

 
 
 
 
 
 
 
 

多段速度依存型可変減衰オイルダンパー 摩擦ダンパー 

リニアガイド 
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新たに開発する輪ばね式摩擦ダンパーの概念図を図 5.2 に示す。摩擦ダンパーは筒形タイプ

で，外筒，ピストン（シャフト），輪ばね，圧着板（内輪），摩擦材，ボルトと皿ばねで構成

されている。作動原理は，ボルトの締付軸力を輪ばねのテーパー形状を介して，ラジアル方向

に圧縮力を発生させることで，ピストンの軸方向変形時に一定の摩擦力を確保している。 
皿ばねの使用によって，ボルトの締付トルクを管理し，任意の圧縮力を設定することが可能

であることから，摩擦力の調整も容易である。また，複合ダンパーに残留変位が生じた場合に

は，ボルトを緩めることで，元の位置に戻すことができる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2 輪ばね式摩擦ダンパー概念図 
 

 複合ダンパーの稼働概念図を図 5.3 に示す。提案可変減衰オイルダンパーの限界速度以下の

範囲（1.5m/s 以下）では摩擦ダンパーは，オイルダンパーの減衰力が摩擦ダンパーの摩擦力を

超えない領域にあることから，オイルダンパーのみ作動し，第 2 章，第 3 章の減衰性能を得る。

オイルダンパーの限界速度を超える範囲（1.5m/s 以上）では，オイルダンパーの限界速度に達

し，最大減衰力を超えるため，リニアガイドがスライドし，摩擦ダンパーとオイルダンパーが

稼働する。この時，各ダンパーは，直列配置しているため，最大荷重は最大減衰力=摩擦力で

頭打ちとなるため，オイルダンパーの損傷を回避することができる。 

皿ばね 

圧着板 

輪ばね 

ボルトイ 
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F-V 特性              履歴特性 
・荷重が摩擦ダンパーの摩擦力を超えない範囲（限界速度以下） 
・オイルダンパーのみ稼働 

限界速度（1.5m/s 以下）の場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

履歴特性 
・オイルダンパーの限界速度に達し摩擦ダンパーの摩擦力を超える範囲 
・リニアガイド（低摩擦）がスライド 
・オイルダンパー，摩擦ダンパーが稼働（オイルダンパーの損傷回避） 

限界速度（1.5m/s 以上）の場合 

図 5.3 複合ダンパーの稼働概念図 
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5.3 縮小モデルによる基本特性試験 

(1) 試験計画 
実機の複合ダンパーは，最大減衰力 1,200kN のダンパーを目指しているが，基本特性試験で

は，プロトタイプ（小規模の免震住宅レベル）における複合ダンパーの試験を行い，計画通り

の機能・性能が発揮されるかの基本特性を把握することを目的として実施した。 
1) 試験体および単体特性試験 

複合ダンパー試験体の概略図を図 5.4に，オイルダンパー，摩擦ダンパー部の試験体を図 5.5，
図 5.6 に示す。なお，各ダンパーを繋ぐ,中央ポスト部のリニアガイド（長さ 1,000mm）は，最

大変位δmax=±27.5cm とした。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 5.4 複合ダンパー試験体概略図 
 

オイルダンパーは，市販品の住宅免震用オイルダンパーとし，最大減衰力 50kN，最大速度

100cm/s のリニア特性である。また，新たに開発した摩擦ダンパーは，最大摩擦力 50kN であり，

摺動面を構成するピストンと内輪の形状・材質や摩擦材は複数の予備試験から設定した。予備

試験から，内輪はテーパー角度 8°とし，材質 SCM435 にガス軟窒化，ショットピーニングを

施した。また，ピストン部（シャフト）は材質 SCM435 に高周波焼入れ，ショットピーニング

処理の上，グリスを塗布している。 
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型式：JD30-720-L-50-C（カヤバシステムマシナリー製） 
減衰係数：C=500N・s/cm 
最大減衰力：Fmax=50kN 
最大速度：Vmax=100cm/s 
最大変位：δmax=±36cm 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

図 5.5 オイルダンパー試験体概略図 
 
最大摩擦力：Fmax=50kN（Ffd：40 kN，30 kN，20 kN） 
摩擦係数：μ=0.1    
最大変位：δmax=±27 cm 
 

 

 

 

 
 
 
 

図 5.6 摩擦ダンパー試験体概略図 
 
 オイルダンパーの単体特性試験結果を図 5.7 に，摩擦ダンパーの単体特性試験結果を図 5.8
に示す。 
 オイルダンパーの減衰力は，速度 25～100cm/s において規格値±10%以内となっている。ま

た，摩擦ダンパーの摩擦力も規格値±10%以内(3 サイクル目の切片荷重の平均値:28.64kN，規

格値-4.5％)となっている。 
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2) 試験装置 

試験は，コベルコ科研保有の±400kN 電気サーボ型油圧式疲労試験機（島津製作所）を用い

て実施した。試験機仕様および実験状況を図 5.9 に示す。また，測定は，荷重，変位（全体，

各ダンパー），温度について計測した。なお，本試験においては，リニアガイドの摩擦および

慣性力の影響を受けない固定側のロードセルの荷重を試験結果として用いている。 
 

最高速度 ：100cm/sec 
荷重容量 ：動的 ±400kN，静的 ±600kN 
ストローク：±25cm 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.9 試験機仕様および実験状況 
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図 5.7 オイルダンパーの単体特性 
試験結果（F-V 特性） 

図 5.8 摩擦ダンパーの単体特性試 
験結果（履歴特性） 
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3) 試験条件 
複合ダンパーの基本特性を把握するために正弦波加振試験，ランダム波加振試験，繰り返し

加力試験の 3 種類の試験を実施した。 
なお，摩擦ダンパーの摩擦力は，オイルダンパーを固定治具に変更し，摩擦ダンパー単独の

正弦波加力試験（0.25 Hz，±3 cm）を実施し，3 サイクル目の正負の切片荷重の平均値が条件

荷重（摩擦力）に設定されていることを確認した。 
a) 正弦波加振試験 

正弦波加振試験は，複合ダンパーの切替特性，振幅依存性，振動数（速度）依存性について

確認するために実施した。表 5.1 に正弦波加振条件を示す。加振振動数は，0.25 Hz ～1.0 Hz，
速度：10～100 cm/s とし，摩擦ダンパーの設定摩擦力 Ffd は，20 kN（CASE-1S），30 kN（CASE-2S），
40 kN（CASE-3S）の 3 水準について実施した。なお，加力サイクル数は，5 サイクルとし，各

特性値の評価は，3 サイクル目とした。 
 

表 5.1 正弦波加振条件 

f 
（Hz） 

T 
(s) 

加振変位(cm) 

速度（cm/s） 

10 20 40 60 80 100 120 

0.25 4.0 6.37 12.73 25.46 38.20 50.93 63.66 76.39 

0.5 2.0 3.18 6.37 12.73 19.10 25.46 31.83 38.20 

0.75 1.33 2.12 4.24 8.49 12.73 16.98 21.22 25.46 

1.0 1.0 1.59 3.18 6.37 9.55 12.73 15.92 19.10 

1.5 0.67 1.06 2.12 4.77 6.37 8.49 10.61 12.73 

実施試験条件 

b) ランダム波加振試験 
不規則なランダム波に対して，設定荷重で摩擦ダンパーが稼働することを確認するために実

施した。ランダム波は戸建免震住宅を想定した時刻歴応答解析の応答変位波形とし，告示波

（CASE-1R），南海トラフ地震 4)（AIC003：CASE-2R），上町断層地震 5)（UMTA4C2EW1：
CASE-3R）の 3 波を採用した。また，試験の入力波形は，試験機の性能範囲で振幅と時間軸を

調整した。なお，摩擦ダンパーの摩擦力 Ffd は 30 kN とした。 
c) 繰り返し加力試験 

長周期地震動等の繰り返し加力を受けた場合の性能変化を把握するために実施した。 
繰り返し加力試験の累積変形量は 80m 程度とし，摩擦ダンパーの摩擦力 Ffd は 30 kN，加振

条件は 1.0Hz 100cm/s，159mm，130 サイクルとした。  
試験は，5 サイクル／回として 26 回繰り返した。「5 サイクル／回」は摩擦ダンパーの残留

変位とオイルダンパーのストロークおよびリニアガイドのストロークより決定した。また，オ

イルダンパーの温度が 50℃に達した時点でオイルダンパーをドライアイスで外気温相当まで

冷却した。130 サイクルを終了後に初期の性能が復元していることを確認するために基本特性

試験（Ffd =30 kN，1.0 Hz，40 cm/s）を実施し，正弦波加振試験における同条件の結果と比較

した。 
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(2) 試験結果 
1) 正弦波加振試験 

複合ダンパーの履歴特性（CASE-3S，1 ㎐）を図 5.10～5.13 に示す。また，各ケースの 3 サ

イクル目の荷重と速度の関係を図 5.14～5.17 示す。 
速度 60cm/s 以下では，摩擦ダンパーの設定摩擦力（40kN）をオイルダンパーの減衰力(30kN)

が超えない範囲であることから，オイルダンパーの履歴特性が複合ダンパーの履歴特性と同様

となり，リニア特性の楕円状の履歴ループとなる。80cm/s では，オイルダンパーの減衰力が摩

擦力を上回るため，摩擦ダンパーが作動し，設定荷重レベル付近で切り替わる。また，履歴ル

ープは，切替荷重で頭打ちの形状となる。5 サイクルの繰り返し加振に対して，摩擦ダンパー

は+側の変位に徐々にシフトし，それに応じてオイルダンパーの履歴ループも－側にシフトし

ている。100cm/s では，その傾向が顕著に現れており，摩擦ダンパーが繰り返し回数と振幅増

加に伴い，摩擦力の増加傾向が現れている。 
各ケースの荷重と速度の関係から，切替前のオイルダンパーは速度依存の線形特性となって

いるが，摩擦ダンパーは速度による荷重の増加傾向が見られる。また，振動数依存性は，切り

替え前の 60cm/s 以下ではオイルダンパーのみ作動しているため依存性は見られないが，切り替

え後では僅かに変動する。摩擦ダンパーの単体特性試験の振幅±30mm 以下の範囲では，速度

依存性や振幅依存性は，ほとんど見られていないことから，振幅や速度の増加に伴う性能変化

は，摩擦ダンパーの機構上の剛性や摩擦面の面圧分布の影響が考えられる，したがって，実機

では，これらを改善する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.10 履歴特性（CASE-3S：1Hz_40cm/s）   図 5.11 履歴特性（CASE-3S：1Hz_60cm/s） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.12 履歴特性（CASE-3S：1Hz_80cm/s）  図 5.13 履歴特性（CASE-3S：1Hz_100cm/s） 
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図 5.14 荷重と速度の関係（CASE-1S：1Hz）  図 5.15 荷重と速度の関係（CASE-2S：1Hz） 
 
 

 

 

 

 

 

 

図 5.16 荷重と速度の関係（CASE-3S：1Hz）  
 

 

2) ランダム波加振試験 
ランダム波加振試験結果の変位時刻歴波形とダンパーの温度時刻歴波形を図 5.18，5.19 に，

履歴特性を図 5.20 に示す。複合ダンパーは，ランダム波加振においても，正弦波加振と同様に，

設定荷重 30kN でスムーズに切替わっている。一方，南海トラフ地震と上町断層地震では，最

大 10cm 程度の残留変位が生じている。また，ダンパーの温度上昇は，累積吸収エネルギー量

が大きい AIC003 が最大であり，オイルダンパーで 57℃に上昇するが，耐熱限界温度 80℃以下

である。また，摩擦ダンパーの温度上昇は，ほとんどない。 
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図 5.17 荷重と速度の関係（CASE-3S：0.25 
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図 5.18 変位時刻歴波形 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.19 温度時刻歴波形（南海 AIC003） 
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【告示波】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【南海トラフ地震（AIC003）】 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

【上町断層地震（UMTA4C2EW1）】 
図 5.20 履歴特性 
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3）繰り返し加力試験 
繰り返し加力試験結果の累積吸収エネルギーと累積変形量の関係を図 5.21 に，温度と累積変

形量の関係を図 5.22 に示す。また，繰り返し加力試験前後に実施した基本特性試験の履歴特性

を図 5.23 に示す。 
累積吸収エネルギーと累積変形量は，概ね比例関係であり，オイルダンパーが 76％を占めて

いる。また，オイルダンパーは約 30m で約 35℃上昇する。 
繰り返し試験前後の基本特性試験における履歴ループの差は，ほとんどなく，オイルダンパ

ーの等価減衰係数においても，繰り返し前後で約-4.5 %（繰り返し前：265.1N・s/cm，繰り返

し後：253.1 N・s/cm）であり，非常に小さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.21 累積吸収エネルギーと累積変形量の関係   図 5.22 温度と累積変形量の関係 
 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

図 5.23 履歴特性（繰り返し前後） 
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5.4 時刻歴応答解析による検討 

 オイルダンパーと摩擦ダンパーを直列配置する複合ダンパーは，基本特性試験より，パッシ

ブに，荷重切り替えが可能であると考えられることから，実機レベルに適用した場合の有効性

について時刻歴応答解析により検証する。 
 
(1) 検討建物 

検討対象建物は，第 3 章，第 4 章と同様の第 3 期免震建物モデル 15 階建て RC 造の基礎免震

構造 6)とする。建物総重量，等価固有周期，免震層の降伏せん断力係数は，高減衰ゴム系積層

ゴム（G6，h=200mm）を用いた場合では，123,186KN，4.09s（40cm 変形時），αs=0.03 であ

るが，断層近傍の長周期パルス地震動では，免震層変位で 1.0m を超える大きな変位が生じ，

支承材が限界変位を超えて破断することから，14 基の支承材は、弾性すべり支承とし，復元材

として、ゴム総厚 60cm の高減衰ゴム系積層ゴムを採用する。図 5.24 に検討建物概要を示す。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.24  検討建物(RC 15/0)6) 
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(2) 入力地震動 
検討用地震波としては，長周期地震動として，文献 3)，4)による大阪地区と中部地区の 4 波を，

内陸直下型地震は，文献 5)による，上町断層 A4 ゾーン（レベル 3C： UMTA4C2EW1）と 2016/4/16
の熊本地震における K-net 一宮 EW，長周期パルスを含む西原村小森 EW の 3 波を，さらに告

示波（乱数）1 波の合計 8 波とする。地震波一覧を表 5.2 に，擬似速度応答スペクトルを図 5.25
に，エネルギースペクトルを図 5.26 に示す。また，西原村小森 EW の加速度および速度時刻歴

波形を図 5.27 に示す。 
西原村小森 EW は，断層近傍での観測記録であることから，20~30 秒付近に非常に強い長周

期パルスが発生しており，最大速度で約 240cm/s，擬似速度応答スペクトルで約 360cm/s，エネ

ルギースペクトルで 500cm/s 程度の強さを持っており,一般的な設計用入力地震動を遥かに上回

ったものとなっている。 
 

表 5.2 地震波一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地震波 略称 最大加速度 
（cm/s2） 

最大速度 
（cm/s） 

継続時間 
（s） 

南海トラフ(OS1) 南海（OS1） 263.0 45.9 655.3 
南海トラフ(CH1) 南海（CH1） 265.0 59.4 655.3 
南海トラフ 4 連動

（OSKH02） 南海（OSKH02） 133.0 58.0 640.0 

南海トラフ 4 連動

（AIC003） 南海（AIC003） 545.4 68.6 640.0 

上町断層

（UMTA4C2EW1） 上町（A4C2） 625.0 129.0 41.0 

2016 熊本地震 
（KMM004EW） 熊本（KMM） 346.7 80.5 300.0 

2016 熊本地震 熊本県

（西原村小森 EW） 西原村小森 770.5 239.6 120.0 

告示波（AWL2） 告示（AW） 347.8 52.5 120.0 
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図 5.25 擬似速度応答スペクトル(h=0.05) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.26 エネルギースペクトル 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

図 5.27 西原村小森 EW の加速度・速度時刻歴波形 
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(3) 解析モデルおよび検討ケース 
1) 解析モデル 

解析モデルは，1 柱列多質点系モデルの等価せん断型モデルとし，支承材および復元材は，

高減衰ゴム系積層ゴムを採用するため，ハードニングと低面圧下の復元力モデル（復元材：

1MPa）を考慮できる Kikuchi-Aiken モデルを用いた 7)。表 5.3 に低面圧下の高減衰ゴム系積層ゴ

ム支承のせん断復元力パラメータの評価式一覧を示す。 
 

表 5.3 せん断復元力パラメータの評価式一覧 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2) 複合ダンパーのモデル化 

多段速度依存型可変減衰オイルダンパーと摩擦ダンパーを直列に設置し，設定速度を超える

と摩擦ダンパーにパッシブで切り替わるシステムとなることから，図 5.28 に示すように，3.2
節の Maxwell モデルのオイルダンパーに摩擦ダンパーを直列設置した解析モデルを新たに構築

した。摩擦ダンパー部は，剛塑性モデルや粘性モデルが考えられるが，文献 8）に示すように粘

性モデルが剛塑性モデルより，安定性がよいこと，積分時間間隔を比較的荒くしても良好な結

果が得られることにより，粘性モデルを採用している。なお，すべりだし速度は, 微小値

（0.1cm/s）として，摩擦力÷微小速度から初期減衰係数を設定している。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.28 複合ダンパーの解析モデル 

         0.671γ－0.413  （0.05≦γ＜1.1） 

Geq（Mpa）＝  0.992－0.458γ＋0.142γ2－0.0112γ3 

（1.1≦γ≦4.0） 

heq＝0.219－0.0213γ－0.00133γ2  （0.05≦γ≦4.0） 

u ＝0.442－0.0912γ＋0.00300γ2  （0.05≦γ≦4.0） 

    1               （0.05≦γ≦1.5） 

2.11－1.62γ＋0.585γ2        （1.5＜γ＜4.0） 

ただし γ＞1.3 では a＝10.4（const.） 

      γ≦1.3 では b＝0.0（const.） 

c ＝6.0（const.）         （0.05≦γ≦4.0） 

ここで，Geq：等価せん断弾性率，γ：せん断ひずみ，heq：等価粘性減衰定数，

u：降伏荷重特性比，a,b,c,n：履歴ループ形状パラメータ 

n ＝ 

多段速度依存型可変減衰オイルダンパー 
摩擦ダンパー 
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3) 検討ケース 
検討は，表 5.4 に示す 4 ケースについて実施した。CASE-1 は，長周期パルス対策として，支

承材を低摩擦型の弾性すべり支承（浮き上がりが発生する場合は転がり支承で対応），復元材

に 1300φの X0.6R（ゴム総厚：60cm，γ=250%：1.5m）を 6 基想定し，多段速度依存型可変オ

イルダンパーを組み合わせた場合を，CASE-2 では，本章で提案する複合ダンパーを組み合わ

せた。なお，摩擦ダンパーの摩擦力（切替荷重）は，オイルダンパーの限界速度時の減衰力 1200kN
とした。 

さらに，CASE-2 では，複合ダンパーの温度上昇と残留変位を把握するために，本震後に観

測されている余震（震度 5 強）の影響を確認した。 
また，CASE-3 については，上部構造の応答を改善するために制振装置を設置した場合の検

討を行った。 
上記の検討ケースは，長周期パルスでも免震効果を確保するため，支承材と復元材を新たに

構築する方法であるが，免震効果をある程度低下させても良いとする場合として，CASE-4 と

して現在，製品化されている最大径 1.8m（γ=400%(1.29m)，h=32cm）の高減衰ゴム系積層ゴ

ムと低摩擦型の弾性すべり支承を併用したケースを比較検討する。 
なお，上部構造は，第 3 章，第 4 章では，多段速度依存型可変減衰オイルダンパーの基本性

状を把握する目的で線形としているが，地震動レベルがはるかに大きいことから，上部構造の

非線形を考慮し，制振部材の併用についても論じている。 
 
 

表 5.4 検討ケース一覧 
 略称 免震部材 減衰力特性 

CASE-1 復元材＋提

案可変 OD ESL（14 基）+復元材（6 基）+OD1(10 基） 可変減衰オイルダンパー 

CASE-2 復元材＋複

合ダンパー 
ESL（14 基）+復元材（6 基）+複合ダンパ

ー(10 基）＜OD1＋FD＞ 

可変減衰オイルダンパー＋

摩擦ダンパー 
 

CASE-3 
復元材＋複

合ダンパー

＋制振 

ESL（14 基）+復元材（6 基）+複合ダンパ

ー(10 基）＜OD1＋FD＞＋制振 
可変減衰オイルダンパー＋

摩擦ダンパー 

CASE-4 
既存免震支

承＋複合ダ

ンパー 

HDR（6 基）+ ESL（8 基）+複合ダンパー

(10 基）＜OD1＋FD＞ H=322 ㎜ 
可変減衰オイルダンパー＋

摩擦ダンパー 

HDR：高減衰ゴム系積層ゴム支承，ESL：弾性すべり支承（μ=0.014） H：ゴム総厚 
OD1：多段速度依存型可変減衰オイルダンパー，FD：摩擦ダンパー（摩擦力 1200KN） 
制振：オイルダンパー2000KN 1～8 階に 1～2 基設置，※オイルダンパーは，長辺方向（X 方向）の基数 
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(4) 解析結果 
1) 複合ダンパーの性能 
 入力地震動に対する免震層の最大応答速度を図 5.29 に，CASE-1~3 の最大応答分布を図

5.30~5.37 に示す。また，CASE-2 の西原村小森における免震部材の履歴特性を図 5.38，5.39 に

示す。多段速度依存型可変減衰オイルダンパーを適用した場合（CASE-1）の西原村小森の免震

層の最大速度は 216cm/s であり，オイルダンパーの限界速度 150cm/s を超える。 
 CASE-1 と CASE-2 は多段速度依存型可変減衰オイルダンパーと複合ダンパーの比較である

が，オイルダンパーの限界速度を超えない場合は同じ応答であり，限界速度を超える西原村小

森において，CASE-2 の摩擦ダンパーに切替わる。 
復元材と複合ダンパーを採用した場合（CASE-2）の免震層の最大速度は，222 cm/s であるが，

多段速度依存型可変減衰オイルダンパーと摩擦ダンパーの最大速度は，各々151cm/s，74cm/s
で限界速度付近となっており，想定通り切替わっている。また，最大応答変位は 128cm（γ

=213%）となるが，復元材がハードニングを生じない範囲である。免震効果はすべての地震波

に対して，確保できており，西原村小森における加速度応答も 300cm/s2 以下となっている。一

方，層間変形角は 1/72 であり 1/100 を超える層がみられる。 
複合ダンパーは，設定した摩擦力でオイルダンパーの減衰力が頭打ちになるため，履歴ルー

プは矩形に近くなる。また，摩擦ダンパーが応答変位を分担する。 
2) 制振装置の効果 

CASE-3 は西原村小森の層間変形角を抑制するたに，1～8 階に僅かな制振装置を付加してい

るが，西原村小森の層間変形角は 1/72 から 1/144 となり，上部構造の応答は改善できている。

したがって，大振幅地震動では，免震構造と制振構造の併用も有効な対策と考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.29 免震層の最大応答速度 
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図 5.30 最大応答分布図（CASE-1-3：南海 OS1） 
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図 5.31 最大応答分布図（CASE-1-3：南海 CH1） 
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図 5.32 最大応答分布図（CASE-1-3：南海 OSKH02） 
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図 5.33 最大応答分布図（CASE-1-3：南海 AIC003） 
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図 5.34 最大応答分布図（CASE-1-3：上町 A4C2） 
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図 5.35 最大応答分布図（CASE-1-3：熊本 KMM） 
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図 5.36 最大応答分布図（CASE-1-3：西原村小森） 
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図 5.37 最大応答分布図（CASE-1-3：告示 AW） 
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図 5.38 全体・復元材の履歴特性（CASE-2：西原村小森） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.39 複合ダンパーの履歴特性(CASE-2：西原村小森) 
 
 

3) 残留変位と温度上昇 
CASE-2 の西原村小森の複合ダンパーの免震層の変位時刻歴波形を図 5.40 に，CASE-2 の本

震と余震を考慮した免震層の変位時刻歴波形を図 5.41 に示す。 
CASE-2 の免震層の残留変位は，西原村小森 EW では，2.7cm 程度となるが，オイルダンパー

と摩擦ダンパーの残留変位は 26cm 程度生じている。したがって，複合ダンパーは，地震後に

残留変位を容易に元の位置に戻す機構が必要となる。なお，本震後の余震では，残留変位の増

加はみられない。 
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最大累積吸収エネルギー量を示した南海 AIC003 における，オイルダンパーの温度上昇シミ

ュレーション解析結果を図 5.42 に，累積吸収エネルギー量を図 5.43 に示す。 
複合ダンパーのオイルダンパーの温度上昇（精算法）は 7.1℃（表面温度 27.1℃：AIC003）

であり，限界温度 80℃以下となっている。 
精算法による温度上昇シミュレーションは，文献 9)により，以下の考え方に基づいて算定し

ている。 
微小時間 dτに対象物の温度が dt だけ上がったとすると，この時間内の発熱量 Q・dτから放

熱量 U (t － ta)・F・dτを差引いた残りが，dt なる温度上昇に預かった発熱量と考える。 す
なわちオイルダンパーの温度 t は，式(5.2)，(5.3)を用いて式(5.1)の微分方程式を逐次数値積分

することで得られる。 
 

 
                               (5.1)  
                   (5.2) 
                   (5.3) 
 
また，熱容量 C は式(5.4)として与えられる。 

OOOSSS CVCVC            (5.4) 

ここで， 
t：温度【℃】,ta：周囲温度【℃】，V：体積【m3】 
F：表面積【m2】,ρ：密度【kg/m3】，Cp：比熱【KJ/（kg・℃）】，C：熱容量＝VρCp【KJ/℃】 
U：熱伝達係数【KJ/（m2・h・℃）】 
Q：発熱量【KJ/h】，τ：経過時間【h】，Ed：総減衰エネルギー【KJ（KN・m）】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

   FdttUQdCdt a

dxFE dd  

dQEd 
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図 5.40 複合ダンパーの変位時刻歴波形(CASE-2：西原村小森) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.41 複合ダンパーの変位時刻歴波形 
（CASE-2：西原村小森 本震+余震） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 5.42 温度上昇シミュレーション解析結果（CASE-2：南海 AIC003) 
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図 5.43 累積吸収エネルギー量(CASE-2：AIC003) 
 
 

4) 既存の免震支承との比較 
 既存の免震支承として高減衰ゴム系積層ゴム（HDR）と低摩擦型の弾性すべり支承を併用し，

複合ダンパーを追加した場合（CASE-4）と復元材と複合ダンパーを併用した CASE-2 を比較し

た最大応答分布（西原村小森）を図 5.44 に示す。また，免震部材の履歴特性を図 5.45，5.46 に

示す。 
 既存の免震部材では，上部構造の応答は低下し，加速度は 840cm/s2，層間変形角は 1/17 とな

り免震効果が得られず，上部構造も倒壊する。CASE-4 では免震層の変位は 81cm（γ=252％）

となっており，比較的小さいが，これは，上部構造の塑性化によりエネルギーが吸収されてい

ることによる。一方，今回提案している CASE-2 では，免震層の変位は 128cm（γ=213％）であ

り，上部構造の応答も十分低減し，免震効果が確保されている。 
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図 5.44 最大応答分布図（CASE-2・4：西原村小森） 
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図 5.45 全体・高減衰ゴム系積層ゴムの履歴特性（CASE-4：西原村小森） 
 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.46 複合ダンパーの履歴特性(CASE-4：西原村小森) 
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5.5 まとめ 

長周期パルスを含む大振幅地震動対策として，多段速度依存型可変減衰オイルダンパーと摩

擦ダンパーを複合したダンパーを提案し，縮小モデル（プロトタイプの住宅用免震）を用いた

動的加力試験による基本特性試験と試験結果を踏まえた解析検討を行った。 
以下に示す検討結果より，本複合ダンパーは，断層近傍の長周期パルス地震動に対しても有

効であると結論付ける。 
 

(1) 基本特性試験結果より，本複合ダンパーは，設定荷重に対して，オイルダンパーから摩擦

ダンパーに切り替えが可能であることを確認した。一方，摩擦ダンパーは，振幅依存性と

速度依存性があり，実用化に当たっては，これらを改善する必要がある。 
 

(2) 15 階建て RC 造の基礎免震構造における時刻歴応答解析による効果を確認した結果，本複

合ダンパーは，大速度・大振幅領域においても限界速度以下で一定の免震効果が発揮でき

る。一方，良好な免震効果を得るためには，変位量は 1.5m 程度必要である。 
 

(3) 限界変位を 1.5m 程度確保するためには，支承材にもその変位量が必要となるが，現在，市

販化している積層ゴム支承の最大は，外径 1.8m，ゴム総厚 32cm であることから，限界変

位（γ=400%）は 1.28m であるが，既存の免震支承では，免震効果が低下する。その解決方

法として，本章では，1.5m の最大応答変位でも免震性能を確保できるよう，支承材は， 弾
性すべり支承，復元材として高減衰ゴム系積層ゴム支承を提案し，時刻歴応答解析により

免震効果を発揮することを確認した。 
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第 6 章 結論 

 

6.1 研究の総括 

 本研究は，設計想定を超える地震動に対する免震建築物の応答変位抑制法について，筆者が

開発した，従来のオイルダンパーの減衰力特性を実現しているバルブ機能（調圧弁）を改良す

るのみで可変減衰を容易に実現する，動作信頼性の高い，多段速度依存型可変減衰オイルダン

パーに関する研究であり，設計領域の地震動から設計想定を超えるような長周期地震動，内陸

直下型地震など多様な地震動に対して，上部構造の応答加速度を抑制することで免震効果を確

保し，同時に大振幅地震動の領域においても免震層の変位を抑制することにより，擁壁（躯体）

衝突の回避できる，応答変位抑制法を提案することを目的としている。 
本論では，研究の方法として，多段速度依存型可変減衰オイルダンパーの目標性能を実現す

るため，装置設計と様々な性能試験を実施し，試設計免震建物を用いた地震応答解析により応

答値抑制効果の検証を行い，提案する可変減衰オイルダンパーの有効性を検証した。 
また，本オイルダンパーの繰り返し依存性を考慮できる解析手法を新たに構築し，免震建物

の時刻歴応答解析による応答性状の検証を行うことで，高減衰ゴム系積層ゴム支承や鉛プラグ

入り積層ゴム支承のような，繰り返し依存性により性能変化を生じる免震支承を併用した場合

の有効性を論じている。 
さらに，従来困難とされてきた，断層近傍の長周期パルス地震動に対する多段速度依存型可

変減衰オイルダンパーと摩擦ダンパーを組み合わせた複合ダンパーを用いた新たな免震システ

ムを提案することで，非常に大きな大振幅地震動から設計領域の地震動までの多様な地震動に

対して有効な，多段速度依存型可変減衰オイルダンパーを適用した応答変位抑制法を提案した。 
本論で得られた知見を以下に示す。 
第 1 章「序論」では, まず, 本研究の背景と目的について述べた。この中で，過去に発生し

ている地震と免震構造の取り巻く環境の変化と対応状況から，大振幅地震動に対する免震構造

の対応の重要性と対策方法について概説し，オイルダンパーを増量した場合の応答変位抑制法

における課題について示した。次に，オイルダンパーを利用した応答変位抑制法に関する既往

の研究についてまとめた。最後に，本研究の主題である多段速度依存型可変減衰オイルダンパ

ーの必要性と研究目的，研究手法の概略を示した。 
第 2 章の「免震用多段速度依存型可変減衰オイルダンパーの設計」においては，免震・制振

用オイルダンパーの原理・機構と特徴を整理し，設計コンセプトと本質的にオイルダンパーが

持つ，速度依存性を利用して，新たに開発した専用調圧弁（バルブ機能の改良）で，振幅領域

毎に減衰力を任意に設定し，広範囲な地震動レベルに対して免震性能を発揮できる，多段速度

依存型可変減衰オイルダンパーを設計した。また，実機の試作機を設計・製作し，性能確認試

験を行った。その結果，目標とした減衰力特性（F-V 特性）が得られ，本オイルダンパーは，

設計領域の低速領域では低減衰となり，従来の免震構造と同等以上の性能を確保し，設計想定

レベルを超える大振幅地震動の中・高速領域では高減衰に切り替わり，変位抑制が可能となる

設計通りの減衰力特性が確保できると結論付けている。 
第 3 章の「時刻歴応答解析による応答変位抑制効果の検証」では，第 2 章で設計・製作し，

試作機による性能確認試験と試験結果を踏まえ，ダンパーのモデル化を行い，その機能を新た

に解析モデルに組み込んだ。また，15 階建て RC 造の基礎免震構造における時刻歴応答解析に
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よる効果を確認した結果，本オイルダンパーを追加設置することで，大振幅地震動に対して，

従来の免震構造に比較して，応答加速度，応答変位，応答層せん断力に低減効果が現れており，

標準的な設計用入力地震動においても，加速度応答の増加はみられず，既存のオイルダンパー

よりも免震効果を発揮できることを示した。 
第 4 章の「オイルダンパーの繰り返し依存性を考慮した免震建物の地震応答性状」では，オ

イルダンパーの繰り返し依存性の特性評価に関する現状に鑑みて，OpenSees にオイルダンパー

の繰り返し依存性を考慮した機能を新たに構築し，各免震部材の繰り返しによる性能変化を考

慮した時刻歴応答解析について検討を行うことで，その有効性を示すとともに，オイルダンパ

ーを採用する場合の詳細モデルによる検証法を提案した。また，15 階建て RC 造の基礎免震構

造における時刻歴応答解析による繰り返し依存性による比較検討を行った結果，オイルダンパ

ーの繰り返し依存性が免震性能に与える影響は，非常に小さいことが確認された。よって，繰

り返し依存性がある支承材に多段速度依存型可変減衰オイルダンパーを追加設置することで，

大振幅地震動に対しても，有効に作用し，設計領域では従来の免震効果を確保しつつ，大振幅

地震動の領域で変位を抑制することにより擁壁衝突を回避する目標性能を確保することが可能

であると結論付けている。 
第 5 章の「断層近傍の長周期パルス地震動に対する多段速度依存型可変減衰オイルダンパー

の適用」では，2016 年の熊本地震で観測された，震源近傍で長周期成分が卓越するパルス状の

強い地震動（以下，長周期パルス）における免震構造の解決策として，多段速度依存型可変減

衰オイルダンパーと摩擦ダンパーを組み合わせた複合ダンパーを適用した新たな免震システム

を提案した。縮小モデルを用いた基本特性試験結果より，本複合ダンパーは，設定荷重に対し

て，オイルダンパーから摩擦ダンパーに切り替えが可能であることを確認した。一方，摩擦ダ

ンパーは，振幅依存性と速度依存性があり，実用化に当たっては，これらを改善する必要があ

る。また，15 階建て RC 造の基礎免震構造における時刻歴応答解析による効果を確認した結果，

本複合ダンパーは，大速度・大振幅領域においても限界速度以下で一定の免震効果が発揮でき

るが，良好な免震効果を得るためには，変位量は 1.5m 程度必要である。本章では，1.5m の最

大応答変位でも免震性能を確保できるよう，支承材は， 弾性すべり支承，復元材として高減衰

ゴム系積層ゴム支承を提案し，時刻歴応答解析により免震効果を発揮することを確認し，本複

合ダンパーは，断層近傍の長周期パルス地震動に対しても有効であると結論付けている。 
以上より，筆者が開発した多段速度依存型可変減衰オイルダンパーは，設計領域の地震動か

ら設計想定を超えるような大振幅地震動など多様な地震動に対して，上部構造の免震効果を確

保しつつ，大振幅地震動の領域においても免震層の応答変位を抑制することができることを明

らかにした。 
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6.2 今後の展望 

 多段速度依存型可変減衰オイルダンパーは，従前のオイルダンパーのバルブ機能（調圧弁）

を改良することで実機として実現できるため，製品化が容易であり，今後，多くの免震構造へ

の適用が望まれる。 
 オイルダンパーは，疲労性能が高く，繰り返し依存性が小さいことから，免震構造や制振構

造で多用される部材であり，リニア・バイリニア・今回提案の多段可変等，様々な特性をもつ

ものが開発されており，目標耐震性能に応じて使いわけることも有益である。 
 耐震・免震・制振構造のどれを採用するかは，目標性能と地震・風・水害・津波などのハザ

ードや地盤・敷地環境，コストにより決まることが多い。地震リスクや BCP（事業継続計画），

レジリエンスの観点では，免震構造が有効であると言えるが，現在の免震構造では，適用でき

ない建物もあることから最適な構法の選定が設計上重要である。免震構造の耐震性能グレード

は，JSCA 性能設計 1)が参考になるが，免震構造は，地震動レベルと被害の程度に応じて，免震

基準級，免震上級，免震特級の 3 つの耐震性能グレードが設定されており，一般的には免震基

準級，免震上級が多いと考えられる。また，文献 2）では，表 6.1 に示す想定地震の地震動レ

ベルと再現期間の目安がまとめられている。      
多くの大振幅地震動の検討は，このレベル 3 の極大地震動（余裕度検証用地震動）の範囲が

多く，想定最大級の地震動の長周期パルス，想定最大クラスの南海・相模トラフ巨大地震の地

震動，原子力発電所用の基準地震動における免震構造の適用は困難な事例もあると思われる。 
 複合ダンパーは，実用化までに，改良と実機の確認試験が必要であるが，これに対応できる

免震部材である。しかし，免震層の変位が大きくなることから免震クリアランスは 1.5m 程度

必要になり，都内のように敷地条件に制約がある場合は適用が困難な場合も想定される。その

場合は，擁壁の衝突を許容する技術（高精度解析技術・衝撃緩衝材）や耐震・制振構造も選択

肢の一つである。 
 免震構造は，より高層化が進むと，現在の免震部材のサイズでは不足し，さらなる大型化が

必要である。また，高層免震では風応答を考慮して免震・制振を組合わせることも有効である。 
様々な地震動に対して，全て免震構造で解決することは，困難ではあるが，不可能と考えず，

免震構造の適用可能性について，常に研究を進めることは極めて重要であり，本研究がその一

端を担えば幸いである。 
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表6.1 想定地震の地震動レベルと再現期間の目安2) 

名称 
L1 地震動 L2 地震動 L3地震動 

稀に発生す
る地震動 

かなり稀に発生
する地震動 

極めて稀に発生する
地震動 

極大地震動（余裕
度検証用地震動） 

想定最大級の地
震動 

説明 
建築物の存在期間中に数度遭遇
することを考慮した中規模の地
震動 

建築物の存在期間中
に１度は遭遇するこ
とを考慮した大規模
な地震動 

対象サイトで発生する可能性がある
最大規模の地震動 

地震動レ
ベルの目
安*1 

告示波（損傷
限界）の地震
動レベル。地
表震度５弱
程度 

告示波（安全限
界）の 1/2 程度
の地 震動 レベ
ル。地表震度５
強〜６弱程度 

告示波（安全限界）用
の地震動レベル。地表
震度６強程度 

告示波（安全限
界）の 1.5〜2 倍程
度の地震動レベ
ル。地表震度６強
〜７程度 

告示波（安全限
界）の 2〜3 倍程
度の地震動レベ
ル。地表震度７
程度 

再現期間
（超過確
率）の目
安 

数十年に１度程度 数百年に１度程度 数千年に１度程度 数万年に１度程度 
30 年（50 年
超 過 確 率
80%）程度 

70 年（50 年超過
確率 50%）程度 

500 年（50 年超過確率
10 %）程度 

5,000 年（50 年超
過確率 1%）程度 

50,000 年（50 年
超過確率 0.1%）
程度 

想定地震
の目安 

中規模地震
（M5〜M6）
の地震動な
ど 

中規模地震の近
傍や大地震（M7
以上）の遠方地
震動など 

大地震（M7）〜巨大
地震（M8）の地震動
（継続時間 60 秒程度
以上）など 

活断層帯地震の震源近傍における大
振幅地震動，海溝型巨大地震による
堆積盆地での長周期・長時間地震動，
など 

事例 告示波（損傷
限界用）など 

最 大 振 幅 25 
cm/s に基準化し
た観 測地 震波
（El Centro 波）
など 

告示波（安全限界用），
50 cm/s に基準化した
観測地震波（El Centro
波）など 

東京臨海部の L3
地震動，JSCA 関
西支部の上町断
層波，など 

想定最大クラス
の南海・相模ト
ラフ巨大地震の
地震動，原子力
発電所用の基準
地震動（Ss 地震
動）など 

南海トラフ地震の基整促波（国交省），愛
知県設計用入力地震動研究協議，など*2 

*1：表に示した地震動レベルはあくまで目安であり，対象サイトに影響する地震の規模・深さ・距離・発生確

率，さらには地震動の伝播・サイト増幅特性（サイトの卓越周期の有無など）などによって，現実には地

震動レベルは大きく変動する。したがって，本来，地震動はサイトごとに慎重に評価されるべきである。 

*2：近年，南海トラフの巨大地震は従来の「固有地震モデル」から，再現期間が短い M8 地震から科学的に評

価できない M9 地震までを含む「多様性ある地震モデル」として評価されている。宝永地震や安政東海地

震のように再現期間が長い大規模な地震により地震動を想定すると，場所により地震動レベルが極めて大

きく評価される。その地震動を L2，あるいは，L3 地震動とするか，その際の設計クライテリアをどう設定

するかは，広く議論を行って社会的なコンセンサスを得るプロセスを踏まえることが望ましい。 
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